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平成２７年第４回立科町議会定例会会議録 

 

１．招集年月日 平成２７年１２月９日（水曜） 
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    ７番 榎本 真弓   ８番 森本 信明   ９番 西藤  努 
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１．不応招議員 な し 

１．出席議員  １２名 

１．欠席議員  な し 

１．地方自治法第１２１条の規定により説明のため出席した者の職・氏名 

  町長 米村匡人   副町長 山浦智城   教育長 宮坂 晃 

  総務課長 長坂徳三   総合政策課長 斉藤明美 

  企画調整幹 中村茂弘   町民課長 青井義和 

  建設課長 片桐栄一   農林課長 小平春幸   観光課長 今井一行 

  会計室長 市川正彦   教育次長  荻原邦久 

  たてしな保育園園長 中谷秀美   庶務係長 竹重和明 

 

１．本会議に職務のため出席した者の職・氏名 

 議会事務局長 遠山一郎   書記 伊藤百合子 

 

散会   午後３時４１分 



2 

（午前10時00分 開議） 

 

議長（土屋春江君）  おはようございます。 

 これから、本日12月９日の会議を開きます。本日の議事日程はお手元に配付したと

おりです。 

 

◎日程第１ 一般質問 

議長（土屋春江君）  日程第１ 一般質問を行います。 

 最初に、８番、森本信明君の発言を許します。 

 件名は １．近隣市町との連携事業の取り組み状況について。 

     ２．平成28年度予算編成に向けてです。 

 質問席から願います。 

 

〈８番 森本 信明君 登壇〉 

８番（森本信明君）  おはようございます。８番、森本信明です。通告に従いまして、最初に、

近隣市町との連携事業の取り組み状況について質問をしたいと思います。 

 人口減少、少子高齢化社会を迎えている中、立科町が自立を堅持し、町民が将来に

わたっても安心して暮らすことのできる、立科町として存続できるようにと、現在、

立科町の第５次振興計画、まち・ひと・しごと創生立科町人口ビジョン、立科町総合

戦略が策定され、取り組みがされていますが、町政運営にあたっては、近隣市町村と

連携する行財政、施設利用の効率化等で欠くことのできない多くの事業が取り組まれ

ています。そして、今後も、継続事業、また新規事業が計画され、取り組みされると

考えています。 

 ３点の事業について質問をしたいと思います。 

 まず、人口減少、少子高齢化社会を迎えるにあたって、広域圏域での市町村が相互

に連携・協力し、生活機能の強化、結びつきやネットワークの強化、圏域マネジメン

トの能力の強化を取り込むことにより、圏域の定住人口の確保と地域の活性化を図る

ことを目的として、国の定住自立圏構想推進要綱に基づき、中心市宣言を行った上田

市と佐久市との定住自立圏形成に関する協定が締結され、上田及び佐久地域定住自立

圏共生ビジョンが策定され、ビジョンの計画期間は平成24年度から、平成28年度まで

の５カ年とされています。 

 上田市とは、平成23年４月に協定の締結。目的達成のための施策分野は、環境、産

業振興、地域交通、人材育成と交流、福祉、教育と文化。 

 佐久市とは、平成24年１月に締結。目的達成のための施策分野は保健と医療、福祉、

学校教育、産業振興、環境、防災、地域交通、公共交通、情報、定住促進と交流推進、

社会教育、人材の育成の11分野、18項目です。 
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 そこで、質問の要旨１つであります。 

 先ほど申し上げましたが、「佐久地域定住自立圏及び上田地域定住自立圏の形成に

関する協定の現状と成果、評価は」、また「今後の目的達成に向けての取り組みは」

ということで、まず質問をしたいと思います。答弁をお願いします。 

 なお、質問事項の近隣市町との連携事業の取り組みについてということで、３項目

ほど挙げております。それぞれ１つずつ尋ねていきたいと思いますが、町長の答弁に

当たりましては、多分、事務的なことで答弁ということがあろうかと思います。この

３項目にわたって、町長の見解と自分が認識をしている状況について、一括答弁をい

ただいて、その後に、先ほど申し上げた１点、それから観光の関係、有害鳥獣の関係、

こういうふうに答弁をお願いしたいと思います。 

 以上です。よろしくお願いします。 

議長（土屋春江君）  ただいまの質問に対し、答弁を求めます。 

 米村町長。登壇の上、願います。 

 

〈町長 米村 匡人君 登壇〉 

町長（米村匡人君）  おはようございます。ただいまの森本議員よりのご質問にお答えをさせ

ていただきます。 

 平成21年４月１日、総務省の定住自立圏構想推進要綱が制定をされ、立科町は中心

市を佐久市とする12市町村で構成する佐久地域定住自立圏と、中心市を上田市とする

７市町村で構成する上田地域定住自立圏の２地域との協定を締結しておりますことは

ご承知のとおりでございます。 

 本格的な人口減少、少子高齢化社会の到来により、中心市と周辺市町村が連携・協

力することにより、定住するための暮らしに必要な諸機能を圏域として確保するとと

もに、自立のための経済基盤や地域の交流を養い、魅力あふれる地域形成を目指すも

のであります。 

 協定期間は、平成28年度での５年間であります。 

 圏域における協定内容及び取り組み内容について、私の考えをというご質問だった

ので、佐久地域定住自立圏では地域医療の環境整備という形も挙げられております。

佐久広域連合の中で、この医療問題についての議論は議会の中でもなされております。

これを、これから地域でどういうふうに支えていくのか、非常に医療費の負担、また

経営の中で非常に苦しい状況が続いているというようなお話は各病院のほうからもお

聞きはしておりますし、立科町の中では町立の病院を抱えていないという中で、川西

地区の川西赤十字病院、ないし、また北佐久の中でいいますと、軽井沢、また御代田

も各町で病院を抱えている現状や何かもお話を伺っております。 

 しかし、非常にこれからの高齢化社会の中で、医療に対する連携というのは必要だ

ということは感じておりますので、それをこの時代にあった形にニーズに沿った形で
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行っていきたいということは各町村長ともお話がされている中であります。 

 また、佐久の中では、一番重要なことで言われていることは広域での観光というこ

とであります。 

 ただいま、佐久地域の中では、非常に観光地、トップクラスにいる、軽井沢の中で

も非常に高速交通網の発達の中で滞在型の観光者が減ってきているというような問題

がある。そういう中で、軽井沢を中心とした観光地、近隣町村の観光地のＰＲという

中で、そこを中心とした観光地誘致という形の中での連携をしていこうではないかと

いうような話にもなっております。 

 また、公共ネットワークについても、非常に各町村の中で、デマンド交通、いろい

ろな取り組みが行われてはおりますけれども、非常にその問題も各地域地域での問題

がある形ですので、それを各市町村とも広域で連携していきながら、こういうことを

進めていくことができないかということも検討の材料の中で挙がっているように認識

はしております。 

 上田定住自立圏に関しては、非常にその連携という部分では、まだまだ問題が残っ

ているように感じております。その中での話し合いは、非常にこれからの大きな問題

というか、連携をしていかなければいけない。上田地域定住自立圏、また佐久地域定

住自立圏、両方ともそういう中で協力をして進めていきながら、この少子高齢化に対

する、その改善に向けて進めていこうというような形で、連携をとっていくという形

で行っておるように感じてはおります。 

 また、詳細につきましては、担当課長のほうよりご説明をさせていただきます。 

議長（土屋春江君）  ８番、森本信明君。 

８番（森本信明君）  今、町長と私の議論の進め方とか、この辺について、行き違い、意思統

一ができていないというふうに思えたんですが、近隣町村との連携事業の取り組みと

いうことで、今までもいろんな事業も私もいろんな事業のことは尋ねてきました。 

 今の関係でいきますと自立圏のみということで、答えであったんです。当然多分、

事務的なことについては担当のほうから説明がされるということでありますが１、２、

３を含めて、町長の考え方をお聞きしたかったということで尋ねたんです。それらに

ついては、当然１、２、３という質問の要旨については、それぞれ事務的な回答が多

いかと思うんです。それらではなくて、今、練られている近隣市町村との連携事業と

いうことで、町長としての携わり方、考え方等をこの３つの区分に網羅された答弁が

ほしかったということです。それらは、時間の関係もとってしまうので、それらに、

私の質問の仕方が悪かったということで、町長に通じなかったということで、それら

については改めて聞きたいと思います。 

 では、１つ目として、先ほど申し上げた、佐久自立圏等の質問の要旨１、佐久地域

自立圏及び上田地域自立圏の形成に関する協定の現状と成果、評価は、今後の目標達

成に向けての取り組みはということで、担当課のほうから答弁をお願いをしたいと思
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います。 

議長（土屋春江君）  斉藤総合政策課長。 

総合政策課長（斉藤明美君）  お答えいたします。 

 まず、初めに、私のほうから、協定に伴いますビジョンの概要を申し上げたいと思

います。 

 議員のおっしゃるとおり、上田地域定住自立圏におきましては、平成23年12月８日

に、そして佐久地域定住自立圏におきましては、平成24年２月10日に共生ビジョンを

策定し、それぞれの計画期間は平成24年度から５年間としております。ビジョンの策

定後、毎年事業の所要の見直しを行うこととしております。 

 定住自立圏におきましては、中心市と市関係町村との１対１の協定によりまして、

さまざまな分野において連携をしております。 

 先ほど、議員がおっしゃいましたとおり、上田定住自立圏におきましては、６分野、

そして佐久定住自立圏では11分野において、協定に基づき推進しております。 

 具体的な取り組み内容といたしましては、上田地域定住自立圏では、まず第一に障

害児担当保育士の連携による圏域での支援体制強化、続いて、公共施設の利用促進を

図るためのサービス拡充及び相互活用推進、そして松くい虫防除対策の総合的な推進、

野生鳥獣による農林業被害軽減対策、広域的なモデルコースの作成等の誘客につなが

る広域観光の推進、上田地域30分交通圏を中心とした圏域内の幹線道路網の整備促進、

そして市町村の実情や業務ノウハウ等の情報交換、人的交流による職員の資質向上、

及び圏域全体の行政力の向上、これらの７項目でございます。 

 佐久地域定住自立圏におきましては、主なものとしまして、地域医療の環境整備、

鳥獣害防止対策、地産池消ファンド開拓の推進、広域的観光の推進、循環型社会の構

築、地域防災体制の整備と強化、地域公共交通ネットワークの構築、定住促進及び交

流促進、合同専門研修及び人事交流等、全部で18項目でございます。 

 これらの取り組み内容ごとにつきましては、構成市町村の所管の担当課職員で構成

します部会におきまして、各種事業を展開しております。 

 また、広範囲にわたる取り組み事業につきましては、部会での事業進捗管理、そし

て、評価、広域連携に向けた取り組み内容等の見直しや、新たな連携の取り組みにつ

いて検討を行い、担当課長で構成する連絡会議、及び市町村長の意見の交換を経た後、

生活機能確保の役割を担う民間や地域の関係者、そして圏域住民で構成する圏域共生

ビジョン懇話会において、ご意見を頂戴し、共生ビジョンの変更等を行った上で事業

の推進をさらに図っていくという内容でございます。 

 以上です。 

議長（土屋春江君）  ８番、森本信明君。 

８番（森本信明君）  今の課長の答弁でいきますと、経過としての取り組みの状況が進められ

ているということだと思います。 
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 まず一つは、先ほど各課の圏域の共生ビジョンに基づいて、立科町として、構成さ

れている各担当者課長会議とか、こういうものに取り組んでされているということが、

今の取り組みの中で推進していくという答弁がありました。 

 それぞれ、担当課で外に出て連絡をとっているということは、少なくとも連携事業

ですから、それぞれの市町村との交流ないしはビジョン政策に沿った進捗状況、抱え

ている問題、こういうことについて、担当会議で構成をされ、さらに、引き続いてそ

れらの課題を懇談会、有識者で構成をされたものということになろうかと思うんです。 

 私の中で、一つは、先ほど来、同僚議員も多く立科町の将来に向けて、人口ビジョ

ンがどうなのか、それから総合戦略としてどうなのか。その中で、広域連合というこ

とで佐久自立圏の取り組みについては、事こまかには出ておりませんけれども、この

立科町の将来をどうしていくかということで、町長も先ほど来もあったように、連携

事業は大切にしたいという意思も今までも感じておりました。 

 そこで、組織のあり方、それからどういう組み立てをして取り組みをされているの

か、それからもう一つあるのは、24年から27年、今年で４年になります。来年が28年

度で５カ年の計画がされております。共生ビジョンについては、それぞれ毎年見直し

をする。その中でも、共生ビジョンの中での上田地域でいきますと、第２回平成26年

３月20日までの会議２回が開かれて見直しがされている、私の資料で見ますと。それ

から、佐久地域については第４回の変更が平成27年11月24日ということで取り組みが

されています。 

 そこで、それぞれ何項目か挙げられた項目の中でどのような成果が得られたのか、

これらについて、項目が多いわけであります。これに至って、そちら側であったもの

についてお答えをお願いしたいと思います。 

議長（土屋春江君）  斉藤総合政策課長。 

総合政策課長（斉藤明美君）  個々の業務の内容につきまして、それぞれ担当者部会に参加し

ております所管の課長よりお答えをさせていただきたいと思います。 

議長（土屋春江君）  ８番、森本信明君。 

８番（森本信明君）  それぞれ担当課で構成されて、十分その辺のところは議論されていると

思いますけれども、私のほうでそれらの成果について、どうであったほうがというふ

うに尋ねたほうが、時間的にもあろうかと思いますので、それでよろしいですか。 

議長（土屋春江君）  斉藤総合政策課長。 

総合政策課長（斉藤明美君）  そのようにお願いします。 

８番（森本信明君）  はい。 

 それでは、まず上田地域定住自立圏共生ビジョンということで、その中では事業名

でいきますと、図書館の総合利用の促進事業ということで、連携市町村名として、上

田市、立科町、嬬恋村ということになっているんです。その中で、効果ということで、

圏域内での図書館利用の促進が図れるとともに都市間利用が向上することで生涯学習



7 

の推進が図れるということで、このビジョンの中には策定をされております。 

 そういうことは、その中でも、また図書館の連携事業ということで、図書館につい

てうたわれている項があるんです。その辺について、どのような状況であったかを、

去年、24、25、26、27年、どうであったかについてお願いをしたいと思います。 

議長（土屋春江君）  荻原教育次長。 

教育次長（荻原邦久君）  定住自立圏の中の上田地域の関係では、図書館の相互利用というこ

とは盛り込まれているわけでございます。 

 これにつきましては、かなりの町内の皆さんも上田の図書館も利用されているとい

うふうに聞いております。私どものほうでは、どのぐらいの立科町の皆さんが借りら

れたのか、どのぐらいの冊数を借りたのか、この数字については掌握をしてございま

せんけれども、有効に利用されているというお話は聞いております。 

議長（土屋春江君）  ８番、森本信明君。 

８番（森本信明君）  立科町も図書室があったりして、冊数とかその関係で、財源的にも十分

というような状況にならない。図書館ということで、同僚議員の中でも、図書館につ

いて立科町も図書館を設立するような考え方もお聞きをした経過があります。公益事

業ということで、この立科町で足りない部分について、立科町の町民が、上田市の図

書館を総合利用していきたいというシステム、十分、その点でいえば、再度また改め

て、この制度利用があるのか、そういうことを確認をいただいて、また今後の立科町

の図書室のあり方まで検討を加えるような状況下にしてほしいということであります。 

 それと、人材育成、これについては、前回の中の質問の中で、立科町が今後、将来

に向けて自立をしていくということで、人材育成が必要、研修が必要だと総務課長の

ほうからも答弁がありました。 

 これは、上田自立圏、それから佐久自立圏、双方の中に合同研修の実施とか、職員

相互派遣の実施とか、こういうことがうたわれております。同僚議員の質問の中でも、

研修をやられているということでありましたが、これら共生ビジョンの中の連携事業

として、他の市町村と交流をされた経過だってあろうかと思うんです。その辺のとこ

ろについて、どういう評価をされるのか、お聞きしたいと思います。 

議長（土屋春江君）  長坂総務課長。 

総務課長（長坂徳三君）  お答えをしたいと思います。 

 上田定住自立圏、佐久の定住自立圏、それぞれ中心市が上田市と佐久市というとこ

ろで、１年間の研修の計画を中心市のほうで立ててもらいます。それに伴いまして、

負担金を町のほうからお支払いをして研修を行うということで、立科町の割り振りは

何人というような通知がきまして、研修にさせてもらっています。 

 町独自で研修を行うよりは、やはりスケールメリットがあって、講師の先生を呼ん

でやるということは可能でありますので、そちらの方へ参加して職員のレベルアップ

にはつながっているかなと思っております。 
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 以上です。 

議長（土屋春江君）  ８番、森本信明君。 

８番（森本信明君）  人材育成ということで、それぞれの事務的なことに対しては、それぞれ

の町村でやっている事務事業とか、こういうものは非常に共通点があろうかと思うん

です。職員間のところで、各市町村と参加をしてそれらのノウハウを得ていくという

ことも必要なことと思いますので、充実をさせていくということでよろしいですか。 

 それと、上田の定住自立圏の中で、先ほど来、課長の答弁の中でも幾つかの項目が

ありました。その中で産業の人口ということで、活性化に向けたということでありま

す。この分野については、立科町はこの項目の中に入っていません。この自立圏の中

で見ますと、上田の事業の起業ガイドブックとか、ホームページメンテナンスとか、

こういうことで、それから面接とか、各企業が求められている状況について提携を進

めていくと。立科町も、当然経済的な、働く職場を確保ということになりますと、当

然佐久圏域並びに上田圏域のところに働きに行く、また職場を確保する、就業の場所

を確保するということが必要になってくるんじゃないかと。並びに、企業間でもそう

いう連携というものが必要ではないかということを考えあわせていくと、産業振興と

いうことについても、立科町として上田自立圏の共生ビジョンの中にとり入れたらど

うかということが考えられるわけです。その辺についてお伺いしたいと思います。 

議長（土屋春江君）  斉藤総合政策課長。 

総合政策課長（斉藤明美君）  お答えいたします。 

 上田定住自立圏、協定の中に産業振興部分が協定をされていない。こちらにつきま

しては、参加をしていったらどうかというご提言でございます。 

 昨年度から産業の振興につきましては、部会に参加をさせていただいて、上田定住

自立圏産業振興の部会の中で連携をさせていただいている状況でございます。 

 もちろん佐久定住自立圏につきましても、そのように推進をしておりますので、今

後協定締結につきましては、検討をしたいと考えております。 

 以上です。 

議長（土屋春江君）  ８番、森本信明君。 

８番（森本信明君）  それでは、佐久地域の定住自立圏の共生ビジョンの関係に行きたいと思

いますけれども、一つは新エネルギーの推進事業ということで、項目があります。 

 これは、それぞれの軽井沢、御代田の新事業とそれぞれの自治体で方針が出されて

おりますけれども、立科町も今日まで、太陽光の一般家庭の、太陽光発電設備設置に

対する助成を行うという項目が取り組まれてきました。この第４回の平成27年11月24

日のこの変更に伴うものを見ますと、新エネルギー推進事業実施主体ということで、

東御市、佐久穂、川上、南牧村、北相木、立科町、こういうことで掲げられておりま

す。 

 その中の成果は広域内の自然エネルギー自立自給率の向上が図られるということで
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ありますが、その事業主の関係です。これを見ますと、平成27年度は300万、28年度

は０ということで、28年度が計上されていない資料になっています。この辺について

挙げられていない経過があるんですが、その辺についてお聞きをしたいと思います。 

議長（土屋春江君）  斉藤総合政策課長。 

総合政策課長（斉藤明美君）  お答えいたします。 

 こちら、事業費の計上が28年度０になっているということでございますけども、こ

ちらにつきましては、28年度予算編成を踏まえまして、今後事業費等を加えていく予

定でございます。 

 以上です。 

議長（土屋春江君）  ８番、森本信明君。 

８番（森本信明君）  まず、佐久地域において、このビジョンの中で、第４回の平成27年11月

24日で、それぞれの町村の取り組みをどうするかということで、持ち寄って計画を策

定されていると思うんです。当然、その中では、立科町でいくと、平成25年、26年、

27年の事業成果に基づいて、平成28年の会議に臨むべきではなかったか。平成27年11

月24日に行われているわけですから、その辺のところについては、十分予算編成はさ

れる前であったとしても、今までの事業効果がどうであったか等、成果を取りまとめ

て臨むべきではなかったかと考えています。でも、新たに予算編成で臨むということ

でありますから、当然、これは各圏域の中のそれぞれが連携事業ということでありま

す。当然、その他の町村と連携をするということであり、立科町がどう臨むかという

ことがあったりするので、その辺については、十分作成に当たっての段取りを十分掌

握をして、臨むべきでないかというふうに考えます。 

 その辺について、町長の見解をお聞きしたいと思います。 

議長（土屋春江君）  米村町長。 

町長（米村匡人君）  佐久定住自立圏の会議、この間首長の会議もありました。その中で、継

続していくものは継続をしていくというような話になっていたというふうに認識はし

ております。 

 その中での予算に関してというところの中では、各町村、まだ予算が組まれていな

いという中での変更は随時行っていきましょうというような話になっているというふ

うに記憶はしております。 

議長（土屋春江君）  ８番、森本信明君。 

８番（森本信明君）  新しく、この中で、当然、ビジョンという、この計画を策定をする中で、

立科町がどういう形で臨むかということで、これは文書にされるわけです。公開をさ

れるわけです。だから、その辺は十分配慮されて臨んでいってほしいと思います。 

 時間のほうもありますので、最終的には、今後も引き続いて、自立圏、それから先

ほど来申し上げている、立科町の第５次振興計画並びに人口ビジョン、それから総合

戦略、このことの兼ね合いがどうであるかということだろうと思うんです。その辺に
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ついて、最終的にこの地域自立圏構想の関係については、協定については、引き続い

て堅持をしていくということだろうと思います。 

 私も、少なくとも、総合戦略とか、それから人口ビジョン、十分、圏域の中のこと

を掌握をして、取り組まれる。並びに、文書の中で自立圏という言葉はちょっと少な

い部分だと思うんです、出てくる中身の中で。そういう点を踏まえて、今後、この自

立圏というものをどう立科町が取り入れて連携をしていくのか。この意思について町

長に伺いたいと思います。 

議長（土屋春江君）  米村町長。 

町長（米村匡人君）  ただいまのご質問にお答えをさせていただきます。 

 上田地域定住自立圏、また佐久地域定住自立圏、非常に立科町としては、有効とい

うか、必要なものだというふうに認識をしております。 

 立科町自立を堅持して10年という節目を迎えておることも確かな中で、この町で何

ができるのか、また地域として協力をしてやっていかなければだめなこと、また地域

があってからこそ立科町ができることということもたくさんあるというふうに思いま

すので、このまま引き続き両定住自立圏の中では、話をしていきながらまとめていき、

行っていきたいというふうに認識はしております。 

議長（土屋春江君）  ８番、森本信明君。 

８番（森本信明君）  少なくとも、今までの同僚議員の今回の中でどうすべきか、農業関連、

いろんなことで質問をされて、独自でできる部分と、やっぱり連携できなければでき

ないということがあろうと思いますので、その辺のところは十分精査をして、今まで

４年間にわたって、残る28年度ですか、５年間という最後の年になるので、その辺の

ところを十分検討され、取り組まれてほしいと思います。 

 続いて、２番目の中で、広域観光の活性化を目指す信州ビーナスライン連携協議会

の事業内容、財源、厚生団体、成果指標等について、お伺いしたいと思います。 

 この中では、質疑の中で、構成団体とか等についてはお話がありました。内容等に

ついて、成果指標について、お答えをお願いしたいと思います。よろしくお願いしま

す。 

議長（土屋春江君）  今井観光課長。 

観光課長（今井一行君）  信州ビーナスライン連携協議会につきましては、11月13日に設立総

会が開催されまして、設立になりました。 

 事業内容ということで、まず目的としましては、長野県の中央部にあります高原地

帯、それからビーナスライン周辺地域にあります、関係があります団体機関等が連携

協力して、一元的にこの地域ならではの広域的な観光、産業の創出、景観及び環境の

形成等を実施し、地域ブランドの醸成、交流人口の増加を図って、もって地域経済へ

の活性化に資する、これを目的としておるところでございます。 

 事業内容としましては、１番として観光及び産業の創出に関すること、２番目とし
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て景観及び環境の形成に関すること、それからその他協議会の目的達成のために総会

で議決された事項ということで協議会の規約では定められております。 

 27年度の事業計画につきまして申し上げますと、ビーナスライン圏域の施設利用、

ニーズ、使用交通ルートなどの観光の動向の調査、それを行いまして、誘客ツールの

作成でありますとか、今後の維持可能な地域づくりへの方向性を検討する際の基礎と

して活用するなどの基礎調査、これを行いたい。 

 また、共通ロゴでありますとか、共通パンフレット、またホームページ、ＳＮＳ等

の誘客ツールの研究、2017年夏にＪＲグループなどが展開しようとしておりますデス

ティネーションキャンペーン、こちらに向けた取り組みなどの誘客宣伝、それから研

修会等の開催や情報共有化の取り組みなどの受け入れ環境の整備、もう一つが長野県

が展開しておりますエコ観光地づくりモデル事業との連携、これが27年度の事業計画

ということになっております。 

 これらの財源につきましては、構成市町によります負担金、寄附金、その他の収入

を充てるということになっておりまして、27年度の全体事業費は500万円でございま

す。それぞれの市町が地域活性化、地域住民生活等緊急支援交付金、これらを受けて、

負担金として支出することになっております。 

 ちなみに、立科町の負担金につきましては、今回補正予算でも計上されております

が41万8,000円ということでございます。 

 成果指標でございますけれども、交付金の事業でありますビーナスラインを基軸と

した広域観光による地域活性化事業の重要業績評価指標、ＫＰＩと言っておるようで

すけれども、こちらはビーナスライン沿線の観光地の延べ利用者数、平成31年925万

9,000人でございます。参考までに、26年度のこの数字につきましては、811万8,000

人でございます。 

 ホームページの年間アクセス件数を平成31年度で50万件。これにつきましては、新

規でございますので26年度の数字はございません。 

 外国人の宿泊者数として、平成31年度に８万人でございます。参考までに26年度の

この数字は６万4,500人ということでございます。これらを設定されております。 

 27年度の事業についての成果目標としましては、事業者向けのセミナー、その参加

者数を30名、広域観光ガイドの育成人数を10名、このような形で設定をされておりま

す。 

 構成団体につきましては、省略ということでございますので、省かせていただきま

す。 

 以上でございます。 

議長（土屋春江君）  ８番、森本信明君。 

８番（森本信明君）  今回、創生法の一つとして総額500万ということを事業書の中で取り組

まれているということなんですけども、まず一つ、このビーナスラインというものを
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見たときには、白樺湖、茅野市を中心にした観光に見えるのではないかと。いかに立

科町の白樺湖、池の平、並びに白樺高原、これらに結びつくかということが、この中

に参加する一つの大きな命題だと思うんです。その辺については、どのような白樺高

原の観光に影響をしてくるのか、この辺のところがもしおわかりでしたら、お願いを

したいと思います。 

議長（土屋春江君）  今井観光課長。 

観光課長（今井一行君）  期待をしているところは、ビーナスライン全体で盛り上がっていこ

うということでございまして、どこの地域、どのエリアということではなくて、それ

ぞれの地域が底上げをしていきましょうということでございますので、全体の底上げ

になればよろしいということを期待しているということでございます。 

 以上でございます。 

議長（土屋春江君）  ８番、森本信明君。 

８番（森本信明君）  立科町が参加をすることということですから、やっぱり、このビーナス

ラインも中心的な取り組みでなされるわけですが、やはり立科町にその観光として影

響力を持てるような取り組みを提言していくべきだということで、大いに期待をした

いと思います。 

 ３番目ですが、鳥獣の駆除対策についてということで、ここに挙げられている内容

についてご説明をお願いしたいと思います。 

 有害対策については、一つは有害鳥獣による農作物等の被害状況、それから捕獲目

標頭数、処分先。特に、処分先は今までも非常に猟友会のほうも苦慮をしました。ま

た、同僚議員もこの処分先をきちんと行政側が確保すべきだ。こういうふうに尋ねた

ところであります。 

 あわせて、最近近隣市町の鹿肉の商品化ということの事業も取り組まれているよう

な話もお聞きをしました。その辺についてお聞きをしたいと思います。 

議長（土屋春江君）  小平農林課長。 

農林課長（小平春幸君）  お答えいたします。 

 立科町における有害鳥獣による農作物の被害状況につきましては、主に、水稲、リ

ンゴ、ブドウといった果樹、また家庭菜園においても被害があります。ほとんどがニ

ホンジカで、被害の状況を見ますと、水稲では踏み荒らし、稲の食害といった被害が

挙げられます。また、リンゴでは新芽の食害、あわせて枝を折られたり、果実の食害

といった被害であります。また、野菜については、定植後の踏み荒らしや食害、ブド

ウについては、ハクビシンが果実を食害するといった事例が挙げられています。 

 被害金額を見ますと、あくまでもこれは推計でありますが、平成21年、22年度では

500万を超えるような金額でありましたが、平成26年度では300万円弱となり、今まで

町で取り組んできた防止柵の効果が若干あったのではないかなと推測をされていると

ころです。 
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 捕獲目標頭数、処分先の確保はといった質問でありますが、立科町の捕獲実績は、

平成26年度は狩猟期間も含みまして416頭、平成25年度では143頭、平成24年度では

128頭の実績がありました。平成26年度の捕獲頭数が例年に比べて多いのは、今まで

捕獲されていなかった蓼科地区でわな免許を取得した方が猟友会に入っていただきま

して、その捕獲を行ったことが大きかったことだというふうに思っております。 

 また、本年平成27年度の捕獲状況であります。11月末までに猟友会からの報告をい

ただきました。鹿が269頭、小動物が29頭、合わせまして約300頭の捕獲状況となって

おります。 

 次に、捕獲目標ですが、立科町ではニホンジカの被害が多いことから、ニホンジカ

のみの設定をしてありまして、第５次立科町振興計画においても、平成31年度までの

目標年度で毎年200頭以上の捕獲を目標に設定をしてあります。 

 また、課題でありました処分先の確保であります。 

 鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律において、捕獲物の埋設処理が行われる

旨の規定となっておりまして、今までは捕獲した場所近辺への埋設処理をしてきたと

ころであります。しかしながら、近年、猟友会からの要望によりまして、本年度町有

林内に捕獲物の埋設処分場を設置をしたところであります。 

 これから、今、猟期に入っているわけですが、役員会でも周知をしておりますが、

これからも周知を行いまして適切な処理を行うよう指導をしてまいりたいと思ってお

ります。 

 最後になりますが、近隣市の鹿肉の処理、ペットフードということで、新聞にも出

たと思いますが、その内容についてであります。 

 近隣の小諸市において、地域創生の先行型交付金として、有害鳥獣商品化施設整備

事業が採択をされたということであります。 

 農産物と生態系に深刻な影響を与える有害鳥獣、今回は鹿でありますが、を捕獲し

た後に、発生する駆除個体の処理問題という課題に対し、小諸市単独だけで事業を進

めるのではなく、周辺自治体との連携によって、広域的な取り組みを進めるといった

ことで、事業採択となったようであります。 

 既に関係する自治体を集めまして、担当者レベルでありますが、その説明会、11月

下旬に開催をされました。しかし、現在のところ具体的な事業計画が定まっていない

ということでありますが、近隣の市町村から収集した鹿肉をペットフードとして加工

するというものであります。イメージとすれば、各市町村に冷蔵コンテナを設置をし、

そこに捕獲した鹿を入れていただくと。そこまでは、その地元の自治体の猟友会で行

っていただきまして、その収集を小諸市のほうで行うといったようなイメージだとい

うふうに聞いております。 

 しかしながら、個体の処分費や狩猟における買取価格、また収集方法についても、

まだ確定をしていないという状況でありまして、そのコンテナの設置費や維持管理費
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等の費用負担も全く今のところ不透明であるということです。 

 そういうことも踏まえまして、町としては連携を決定はしておりませんが、処分方

法とすれば有効であると思いますので、今後検討してまいりたいというふうに思って

おります。 

 以上です。 

議長（土屋春江君）  ８番、森本信明君。 

８番（森本信明君）  鳥獣害の被害ということで、それぞれの自治体で近隣市町村も取り組ま

れて、立科町でも先ほど成果の中で平成26年で400頭近くが捕獲をされ、なおかつ今

回、蓼科牧場でも、わなとかそういうものでやっていくと。 

 被害状況がつかまれていないわけですが、頭数は確実に目標とかそういうものは達

成をされている。先ほど来もありましたけども、有害鳥獣鹿商品化事業ということで

小諸市が取り組まれているということで、立科町のほうでも、呼びかけられた、連携

をしていこうと、こういうことで尋ねられると思いますので、その辺については十分

検討をされて、この事業が立科町にとって有益であるような事業の取り組みをお願い

したいと思います。 

 最後に、時間の関係もありますが、残された９分の中で、町長の来年度に向けた方

針を聞くわけでありますが、時間も押し迫っています。 

 その辺のところは招集の挨拶でそれぞれ述べられておりますが、改めて５分以内で

まとめていただければ大変ありがたいです。非常に時間が押し迫って申しわけありま

せんけども、今までの７カ月の評価並びに平成28年度に向けての基本方針、28年度に

ついては同僚議員も質問しておりますので、同僚議員の質問の中で具体的な内容につ

いてを答弁いただければと思います。町長、お願いします。 

議長（土屋春江君）  ただいまの質問に対し、答弁を求めます。 

 米村町長、登壇の上、願います。 

町長（米村匡人君）  では、ご質問にお答えをさせていただきます。 

 ５月１日に役場に初登庁以来７カ月が経過しました。この間、町民皆様の思いや声

を生かした町民主役のまちづくりとしていくため、積極的に地域に出向き、大勢の皆

様の声を聞くことができました。そして、多くの皆様が立科町を愛し、地域づくりに

強い思いをお持ちであることを強く感じているところでございます。 

 その思いを進めるまち・ひと・しごと創生立科町総合戦略と、立科町人口ビジョン

を策定することができました。この戦略の評価はこれからでありますが、知恵と力を

結集し、町民主体のまちづくりを進めていきたいというふうに思っております。 

 予算執行状況を振り返りますと、本年度の当初予算は46億1,900万円と、平成26年

度は43億4,500万円、また平成25年度40億円に比較すると大型予算でございました。 

 本年度はその予算を着実に執行していく必要があると考え、各事業を進めてまいり

ました。また、昨年度から申請をしておりました防災拠点整備事業の庁舎役場庁舎耐
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震工事や、太陽光発電工事が補助事業や起債の同意が確定し、補正予算として計上を

してまいりました。 

 さらに、情報通信機器のサポート終了に伴う機器の更新、マイクロバスの不具合に

よる更新、マイナンバー制度対応のための事業、繰越金の基金への積み立てなど、こ

れまで計上した補正予算５億5,485万7,000円に今回提案をいたしました4,057万2,000

円を加え、総額が52億1,442万9,000円の大型予算となっております。 

 どの事業も必要不可欠な事業であり、この予算執行に今後も万全を期してまいりた

いと考えております。 

 また、昨年、まち・ひと・しごと創生法が策定され、潤いある豊かな生活を安心し

て営むことができる地域社会の形成と地域を担う個性豊かな人材の確保、地域におけ

る魅力ある就業機会を創出するこれからの一体的な推進を図るために、国ではまち・

ひと・しごと創生長期ビジョンと５カ年の総合戦略を定め、地域創生に取り組む姿勢

を示しました。 

 立科町では、先日24日に公表した立科町人口ビジョンと、また立科町総合戦略にお

いて、目標指数や施策の基本的な方向を定めました。平成28年度予算の編成では子育

てしやすいまちづくりと定住移住したくなるまちづくりの２つの重点指針を掲げ、関

連する総合戦略の目標値を早期に達成できるよう積極的な予算編成を指示したところ

でございます。 

 子育てしやすいまちづくりでは、保育料の減額や免除、また妊産婦に対する医療費

助成の検討を行ってまいる所存であります。 

 定住移住したくなるまちづくりでは、本年度新設いたしました移住者向け定住用建

物にかかわる補助制度の継続や、土地取得費の補助等も視野に入れた検討も進めるな

ど、人口減少の危機感と立科創生に対する強い意志を共有し、総力を結集し、総合戦

略に掲げる目標値の早期達成に向けて努めていきたいというふうに考えております。 

 よろしくお願いをいたします。 

議長（土屋春江君）  ８番、森本信明君。 

８番（森本信明君）  ７カ月も過ぎて、当初、前小宮山町政が骨格予算ということで見立てた

予算に、今回米村町長が５月から就任をされて、７カ月が経過をし、総額予算も50億

近くに変わってきた状況であります。それぞれ臨時議会とか、それぞれ町長が携わっ

て、不可欠な部分も補ってきたというふうに思います。 

 しかしながら、町長が今回28年度を目指す、この所信表明、就任挨拶で申し上げた

子育てとか、先ほど答弁の中では、保育所の無料化とか、こういうことが28年度の中

では考えられるというようなことであります。 

 当然、人口のビジョンの中にも多く盛られている。しかしながら、一番懸念される

部分のところについては、財源問題が大きくかかわってくるのではないかと。今まで

も、扶助費分のところでも、決算状況を見ると７割ぐらい、かなりの部分において、
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扶助費、それから建設とか、こういうことで趣旨がされております。 

 町長も就任のときについては、当然立科町の自立を堅持をし、さらには小宮山町長

と変わった部分も取り入れていく、こういうことで取り組まれている状況であります。 

 十分、今までに行われた事業のところには精査をされて、さらに新たな事業をどう

するのか、また第５次、それから人口ビジョン、総合戦略を通じて、その中身がわか

るような予算編成にしていただきたいと思います。 

 また、改めて、いろいろなところで、この子育ての部分のところでは重要課題とし

ているようですが、いろんな教育施設とか、こういうものも老朽化をしている状況に

あります。前回の中でも、公共施設の維持管理等について計画を立てたらどうかと、

こういうことで提案をしましたら、平成28年度の中では計画をしていくと。 

 この間も、社文の中で、学校の施設を視察をさせていただきました。その中では、

非常に老朽化が進んでいて、この先、来年の中でも非常に管理、維持に苦慮をするの

ではないかというような報告もされております。当然、ほかの部分のところでも、公

共施設について非常に老朽化もしていて、その維持管理、修繕にお金がかかるという

ような状況があります。 

 その辺も十分精査をされて、平成28年度予算に取り組んでいただきたい、その中に

は町長が目指すものがきちんと示されるようにしていきたい。具体的にその内容を説

明していただきたいと思います。 

 いずれにしても、立科町が非常に苦しい財政事情の中で職員の皆さんの努力、それ

から理事者のご指導によって取り組みが28年度もされる。残された期間、雪がないこ

とを祈って、ただ山には雪が欲しいということになりますので、その辺を十分天候に

左右されるような状況があろうかと思いますけども、残された期間、十分職員の皆さ

んも健康に留意されて頑張っていただきたいと思います。 

 以上で終わりであります。 

議長（土屋春江君）  これで、８番、森本信明君の一般質問を終わります。 

 ここで暫時休憩とします。再開は11時10分からです。 

（午前11時01分 休憩） 

 

（午前11時10分 再開） 

 

議長（土屋春江君）  休憩前に戻り、議事を再開します。 

 次に５番、両角正芳君の発言を許します。 

 件名は １．若者世帯の移住・定住を促す子育て支援の拡充を 

     ２．高齢者福祉の更なる充実と財政負担見通しはです。 

 質問席からお願いいたします。 
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〈５番 両角 正芳君 登壇〉 

５番（両角正芳君）  はい。議長５番。５番両角です。通告に従いまして質問をします。 

 まず初めに、若者世帯の移住・定住を促す子育て支援の拡充をについて、４点ほど

質問をいたします。 

 第１点目は、ふるさと寄附金等を活用し、３歳未満の子がいる世帯に町独自の児童

手当の上乗せ支給はできないかであります。 

 このことは町長、今定例会の招集挨拶の中で、28年度予算編成方針として、子育て

しやすいまちづくりと定住・移住したくなるまちづくりの２点の重点指針を掲げられ

ました。先ほど来も同僚議員の質問に対し、お答えになっておられましたわけでござ

いますけども、予算編成において、立科町独自の施策が盛られることを切に願うとこ

ろであります。 

 さて、私も先ほど来、町長ご答弁の中で、子育て支援策という中で、保育料の減額

というのが掲げられてご答弁をされておられます。もとより私も、この子育て支援の

一番の有効な手立ては、保育料の減額にあると思っておりました。 

 しかしながら、平成26年度にいわゆる保育園の統合がなされ、その中で大きな減額

が、ついに同僚議員の中でご存じたと思いますけれども、大きな予算減額も600万ほ

どされていたかと思います。 

 しかし、その後、保育料の減額というものにつきましては、私も調べさせていただ

きましたけれども、近隣では東御市そして上田市、これらについてはそれぞれ段階的

と言いますか、層によって違いがありますけれども、立科町は東御市、それから上田

市から見ると、若干、最大のところを見ましても金額的には少ない、安いというふう

になっておりますけれども、逆に佐久市あるいは小諸市等を見ますと、この捉え方に

もよりますけれども、ある程度同レベル、あるいは佐久市などは若干、立科よりも低

いというふうにも取られるわけでございます。 

 しかし、この保育料につきましては、検討の余地はあるわけでございますけども、

短い期間の中での手当ということであれば可能かなというふうにも思われますが、恒

久的に考えますと、財源的な問題も大きくのしかかってくるのではないかと思いまし

て、私は今回、そのようなハードルの高い保育料の減額策ではなくて、いわゆるふる

さと納税、ワンストップ特例制度などの後押しをされております、寄附者がふえ続け

ているふるさと寄附金、いわゆるふるさと納税を活用した、ゼロ歳から３歳未満の子

がいる被用者世帯を対象とした児童手当の増額を、町単独負担で支給することが可能

ではないか。その直接財源には、ふるさと寄附金の住みよいまちづくりに関する事業

分を充ててはどうか。そして当然のことながら、県内外にアピールしてはどうか。こ

うしたことは近隣市町村に先駆けた子供支援の充実が図られ、26年度から進められて

おります諸事業、特に移住者向け住宅、新築住宅取得改修費補助費、補助策など、こ

れらと相まって移住・定住を促すことが住につながっていくのではないかと、このよ
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うに考えますが、町長のご所見を伺います。 

議長（土屋春江君）  ただいまの質問に対し、答弁を求めます。米村町長、登壇の上、願いま

す。 

 

〈町長 米村 匡人君 登壇〉 

町長（米村匡人君）  お答えをさせていただきます。 

 今、両角議員からのご質問もありましたとおり、立科町は非常に人口ビジョンが策

定をされ、内容を見た中でも急激な人口減少、少子高齢化というような形の回答が出

てきております。その中で、どういうふうに子育てをしやすい、また少子化を解消す

るのか。また、人を、人口減少を止めるために、どういうふうな施策を取っていくの

かというところが、私もこの立科町がこれから未来永劫自立をして、進めるものだと

いうふうに考えております。 

 その中で、今、ふるさと寄附金を活用した児童手当の上乗せというようなご意見も

いただいていることは、また、どういうふうに活用ができるかというところは考えて

いきたいというふうには思いますが、先ほどの森本議員の答弁にもお答えをしたよう

に、私は子育てしやすいまちづくりの中で、保育料の減額または免除、妊産婦に対す

る医療費助成の検討をしていきたいというふうに考えております。 

 その財源、非常に両角議員もご心配をしていただいた財源ですけれども、本当に森

本議員からも言われたように、非常に厳しい財源の中で、どういうふうにしていくか

を慎重に考えて行っていっていただきたいというようなお言葉もいただいております。 

 今、現在行っている諸事業につきましても、今回の28年度の予算編成に向けては、

今までみなさんもご承知のとおり、ＰＤＣＡということを重視をした中で、やるべき

ことはやっていく、しかし、やらないものは、やらなくてもいいものは、やはりやら

ないというか、改変をしていかなければいけないというふうには考えております。 

 その中で、どういうふうに財源を節約をしていきながら、そういうふうな、非常に

必要なものに対しての財源確保ということを考えながら、今、お話をしたことに対し

てしっかりとやっていきたいというふうに考えております。 

議長（土屋春江君）  ５番、両角正芳君。 

５番（両角正芳君）  ただいま、町長のほうから、力強いご決意を改めて伺いました。 

 くどいようでございますけども、財源、これは収支バランスというものは非常に重

要でありますし、特に立科町も他と同様に、全てが自主財源で賄っているわけではご

ざいません。そういった中で、国の動向も非常に注視されるわけではございますけれ

ども、いずれにしましても、やはり財源確保という点につきましては、十分なご検討

をされる中で、予算編成に当たっていただきたいということを強く申し上げさせてい

ただきたいと思います。 

 それでは、これに関連します再質問をさせていただきます。 
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 ゼロ歳から３歳未満を対象とした場合、比較的産前・産後休業及びその後の育児休

業の取得が可能な非被用者世帯は、私としては対象外にしてもよいのではないかとい

うふうに思っております。現時点における被用者世帯児童数と非被用者世帯児童数の

割合はどうか、また、ゼロ歳から３歳未満世帯への町負担総額に対し、被用者と非被

用者が占める割合について、町民課長に伺います。 

議長（土屋春江君）  青井町民課長。 

町民課長（青井義和君）  お答えをいたします。 

 ゼロ歳から３歳未満の児童数でありますけれども、現在112名に対しまして被用者

世帯の児童数が84人で75％、非被用者世帯の児童数28人、25％というふうになってお

ります。 

 また、町負担額についての占める割合でありますけれども、平成26年度、このゼロ

歳から３歳未満におきます児童手当の総額でありますが2,022万円となっております。

うち被用者については1,543万5,000円、これに当たる町の負担額が137万2,000円、非

被用者は478万5,000円、町の負担が79万7,500円であります。 

 負担率、それぞれ違いまして被用者については45分の４、非被用者については６分

の１、これが町の負担率ということであります。 

 また、町の同階層の総負担額でありますけども216万9,500円、このうちの63.2％が

被用者36.8％が非被用者と、こういうふうになっております。 

 以上であります。 

議長（土屋春江君）  ５番、両角正芳君。 

５番（両角正芳君）  私、何で被用者と非被用者の割合をお聞きしたかと申しますと、非被用

者というのは、いわゆる通常的に考えますと、世帯的には恵まれてると言ってはちょ

っと言葉に語弊がありますけれども、やはり被用者世帯から見ると、ある程度耐えら

れるのかなというふうに思って、お聞きをしたわけでございます。 

 当然、先ほど私、保育料のときにも申し上げましたけれども、やはり費用対効果も

そうですし、また財源の問題もそうでございますけども、この児童手当のゼロ歳から

３歳のいわゆる被用者世帯という中での、先ほど答弁、ございましたけれども、金額

から見ますと可能ではないかなというふうに思っております。この辺について、先ほ

ど町長、考えさせていただいてというようなご返事もございました。どうか取り入れ

ていただければありがたいというふうに思うわけでございます。 

 この財源のことにつきましてお聞きをするわけでございますが、ふるさと納税者が

年々ふえて、それぞれ私の調べた段階が平成27年11月６日の時点と、現在ということ

でございますので、ちょっと件数、寄附額ともに現在にマッチしてないのかなという

部分もございますが、11月６日現在では310件、寄附額にして642万2,000円と、11月

末につきましてはこのごろの質疑の中でご答弁あった400件強の79万2,000円ほどだと、

こういうことでございます。当然、特産品の魅力やワンストップ特例制度の浸透など
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によりまして、これは立科町だけではなくて、全国的なことだと思いますけれども、

ふるさと寄附金に対する期待はますます高まっていると言わざるを得ないというふう

に思われます。 

 そんな中で福祉・教育・環境など、住みよいまちづくりに関する事業に該当する寄

附者の数につきましては、これも古いですけれども11月６日現在で169件、額にして

359万円ということで、額的にちょっと少ないんじゃないかというようなご指摘もあ

ろうかと思いますけれども、これは当然、最終的に27年度終わってみなければわかり

ません。そんな中でもう少し増えていくんではないかなという予測もあるわけでござ

いまして、そうした中で、ここで総務課長にお伺いをいたしますが、ふるさと寄附金

の活用実績をどのような方法で公表されておられるのか、その結果についてここでお

伺いいたします。 

議長（土屋春江君）  長坂総務課長。 

総務課長（長坂徳三君）  お答えをいたします。 

 立科町ふるさと寄附金の公表方法でございますけれども、これにつきましては、立

科町ふるさと寄附金条例施行規則がございまして、運用状況の公表が義務づけられて

おります。 

 この内容につきましては、基金を運用したときは、その公表をすること。並びに寄

附者に事業への充当結果を知らせることと定められております。 

 町では毎年、広報たてしな11月号で決算状況の公表に合わせまして、ふるさと寄附

金の活用実績を公表しております。 

 以上です。 

議長（土屋春江君）  ５番、両角正芳君。 

５番（両角正芳君）  今の私の勉強不足で、公表されているところがそれだけで徹底されてる

のかなとちょっとわからなかったんですが、だた、私、今、お聞きする中で、当然、

町民の皆さん、それから納税者、いわゆる寄附されている皆様については周知・公表

がされてるということでありますけれども、これは私が今回、掲げております移住・

定住という問題に結びつけて考えますと、できれば、これはもっと不特定多数と言い

ますか、いわゆる町外というよりも、もっと言えば県外、特に関東圏、あるいは中京

圏等に対しても積極的なやはり公表と言いますか、立科町はこういったことで活用を

し、これがこういうところに使われてるんだと、それが立科町のやっぱり持っている

魅力なんだというものを、ぜひぜひ知らしめていただきたいということを思うわけで

ございます。 

 このことは当然のことながら、立科ファンに結びつく問題でもございますし、また

移住・定住がどういった形でという、いろんな方向が、方法があろうかと思いますけ

ども、これは今、このふるさと納税というのは大きくクローズアップされております。

これは、本当の意味で町のひとつのいわゆる起爆剤のもとになるんではないかと私は
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思っております。どうか、積極的に情報発信をしていただくことを願ってやまないと

ころでございます。 

 それでは、次の質問に移らさせていただきます。 

 第２点目の質問に移りますが、子育て世帯を対象とした、仕事と家庭の両立をめぐ

る現状を把握されているのか、また両立支援制度の整備と企業等への周知はというこ

とで、この関係につきましては教育長にお伺いいたします。 

議長（土屋春江君）  宮坂教育長。 

教育長（宮坂 晃君）  子育て世帯に係る仕事と家庭の両立をめぐる現状を把握してるかと。

また、その制度の整備と企業等への周知はどうかというご質問でございます。 

 まず、数字を申し上げますけれども、現在、立科町の１歳から５歳までの人口は

241名であります。そのうち、たてしな保育園に入所している数が165名ということに

なっています。入所事由というのは、介護とか就労とか疾病とかいろいろあるわけで

すけども、もし仮に単純に、これを就労ということで計算をさせていただきますと、

約６割の方が共働きであるということになろうかと思います。小学校になるともっと

この比率が上がるのかなというふうに思います。 

 立科町でございますけれども、子育て家庭の支援ということで、保育園では延長保

育・一時預かりあるいは休日保育等、また小学校対象では放課後子供教室、児童館の

運営等を実施しているところであります。ただ、これらについては時間の延長等、保

護者の要望もあるわけでございまして、可能ならばそのように対応していきたいとい

うふうには思っています。 

 なお、全国の子育てをしてらっしゃるお母さんにアンケートを取った結果を見たこ

とがありまして、その子育ての中で一番困難を感じる点は何かということで、一番多

かったのは、物理的な時間がない、当然かと思いますけれども、次がパートナーの理

解が全くない、その次が、企業の理解が全くないということだったそうでございます。 

 国の男女共同参画推進プラン等でも、男性の育休取得が強くうたわれているわけで

はありますけれども、現実にはほとんど進んでいないと。ということから考えてみま

すと、制度だけ充実するんではなくて、社会の価値観や体質等もじっくり変えてかな

いと、なかなか問題解決にはならないのかなというふうに思っています。 

 さらに、女性は出産時に７割の方がやめてしまうと。この前の講演会でもありまし

たけれども、再就職しようと思うと、ほとんど非正規雇用しかないという実態なんだ

そうです。 

 そういうことで、ひとり親世帯も増加しておりますし、貧困に陥ってしまうご家庭

もあるやにお聞きしています。何らかのセーフティーネットが必要だというふうに言

われているゆえんでございます。 

 私どもの町でも、昨年度、第３次男女共同参画推進プランというのを作成しました

わけですけども、その中で臨むべき社会の在り方、それから議員さんの質問にあった
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わけでございますけれども、事業主を対象とした研修会の開催、職場づくりの啓発等

もやはり必要なんではないかというふうに考えております。 

 以上です。 

議長（土屋春江君）  ５番、両角正芳君。 

５番（両角正芳君）  この質問に対しての、ただいま教育長のご答弁、私もある程度は予想を

しておりました。 

 いわゆる両立、要するに子育て世帯が仕事と家庭の両立というのは、これ、もう永

遠のテーマでありますし、特にこういった地方の中で、中小企業が多いということに

なりますと、なかなかそういった会社の中で一つの形態、そういった制度を使ってや

っていくという、なかなか難しい部分がありますので、当然、企業の中で、今、立科

町、この後、町長にちょっとお聞きをしたいと思っておりますけれども、企業がそれ

だけのことを実際にやってるのかということになると、ちょっと疑問に私は思ってお

ります。 

 そんなことで、これ、ちょっと町長にお伺いをいたしますが、ただいまの教育長の

ほうから、るる説明をいただきましたが、この仕事と家庭をめぐる問題については、

国のほうで平成21年以降、育児休業・介護休業等、育児または家庭介護を行う労働者

の福祉に関する法律及び雇用保険法の一部改正を順次施行をしております。これ、ご

案内のとおりというふうに思いますが、主たる改正内容の１つとしましては、子育て

期間中の働き方の見直しというのが掲げられております。これは３歳に達するまでの

子を養育する労働者について、短時間勤務の制度ということで、先ほど私、申し上げ

ましたが、地方の中小企業なら難しさはありますが、１日原則６時間というのを設け

て、これを事業主の義務とすると。そしてまた労働者からの請求があったときの所定

外労働の免除が制度化をされてきているところでございます。 

 これらの、それからまた小学校就学前までの子が１人であれば年５日、２人以上で

あれば年10日を限度として看護休暇を与えることが義務づけられているわけでありま

す。こうした点が第１点目。 

 そして２つ目としては、父親も子育てができる働き方の実現、これ、ハードルの高

い問題かと思いますが、これも制度化をされておりまして、父母がともに育児休業を

取得する場合、１歳２カ月までの間については１年間育児休業が可能となったと、こ

ういうことであります。これら、以上、２つの制度化がされてるわけであります。 

 くどいようでございますが、町内企業の中ではこの制度適用をしているところはあ

まりないのかなというふうに想像がされるわけでありますけれども、しかし、立科町

はご存じのように大きな企業もありません。そんな中で、多くの働く労働者は町外、

いわゆる近隣の上小・佐久方面を中心として、いわゆる30分で行けるのか、それ以上

という方もおりますが、そういった近隣の市町に勤務してる方が多いというふうに思

われるわけでございますが、それらの中には、企業の中で対応している企業もあるや
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に聞いております。 

 こういうことは、当然、いわゆる先ほど森本議員の中からも定住自立圏という話も

ありましたけれども、やはり広域の連携を図っていくという意味合いの中から、やは

り私は立科町も広域の皆様と、広域と言いますか、近隣の市町とやっぱり連携を取り

ながら、こういったものも立科町から発信してもらうと。そんなことも必要なんでは

ないかなと、こんなふうに思っております。 

 中には、公務員等の世帯や３世代同居家庭などは、柔軟な対応も可能かというふう

に思われますけれども、若者子育て世帯においては企業等の十分な理解がなければ制

度利用が難しいというふうに推測もされるわけでございまして、この決定について町

長のご見解をお伺いをしたいと思います。よろしくお願いします。 

議長（土屋春江君）  米村町長。 

町長（米村匡人君）  お答えをさせていただきます。 

 本当に両角議員の言われていること、本当に胸が痛いというか、この子育て支援と

いう中にも、私はそのどう働く環境をつくりかえていくのか、地元の企業もそうです

し、また役場の中もそうだと思います。 

 やはり今まではこうだったからというようなことではなく、やはりしっかりと子育

てをしやすい環境をいかにつくっていけるのかということをやっていかなければいけ

ないというふうには感じております。 

 本当にきょうの信毎の朝刊の中でも、佐久市の男性職員の育児休暇の取得率が非常

に低調であったというような記事を、ちょうどきょう、朝、出がけに朝刊を見たとき

に目にしてる中で、非常に女性の職員の取得率は100％なんだと、じゃあ、町はどう

なのか、立科町はどうなのかといってあまりそういった話を聞いたような記憶がない

もんですから、やはりそういうことは業務改善ということも含めた中で取り入れてい

くのに、今のその業務の中でもどうやったら取り入れられるのかということは、やは

りこれは考えていかなければいけないのかな。 

 また、男の人の育児休暇というのは本当に都会の企業であれば、もう当然、当たり

前のような形で進んではきておりますけれども、やはりこういう地方になってくると、

そういうことも非常に厳しくなってきている。そういう職員の意識の改革ということ

も必要ではないかなというふうに感じております。やはり、そういうことを進んで、

もう私も子供ができるわけじゃないと思いますので、私が率先してできるわけではな

いと思いますけれども、本当に佐久市の佐久市長は、そういう形、育児休暇を取られ

たというような形も記事には載っておりました。 

 そういう中で率先をして、やはり職員の中でやることによって、町内企業にも波及

をしていくんではないのかな。それをやはり進めていくことが、これから新しいまち

づくりの中にも必要ではないのかなというふうには感じてはおります。 

 以上です。 
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議長（土屋春江君）  ５番、両角正芳君。 

５番（両角正芳君）  町長と私、全く同じ共用をされてる考え方ということで、本当にうれし

く思いました。 

 いわゆる今、佐久市の柳田市長の話もありましたけれども、やはり佐久市はいわゆ

る医療の行使ということを掲げておりますし、またあわせてそういった雇用問題、そ

れから労働問題、これらも含めて今、この地域界隈の中の先頭に立って引っ張ってい

こうというふうにしているわけであります。そんな中でいると自立を堅持しておりま

す立科町も、積極的にその辺についての、ただいま町長から答弁ありましたが、やは

り自立する中ではお互いに当然、地域の中で助け合うことも大事ですけれども、企業

の皆様方に啓蒙・啓発活動を十分していただいて、そしてまた研修を重ねていただい

て、そしてそういった働く皆さんが、例えば２時間しか働けないお母さんも４時間、

５時間働けるんだと、そういったやっぱり形をこれからつくっていただくだめに、ご

努力をいただければありがたいと思うわけでございます。 

 じゃあ、次に、ただいまの質問の関連もございますけれども、いわゆる保育のほう

の関係についてご質問をさせていただきます。 

 延長保育一時預かり事業や休日保育など、保育サービスの利用者状況と今後の利用

見通しについて、保育園長のほうからご答弁をお願いします。 

議長（土屋春江君）  中谷たてしな保育園長。 

たてしな保育園園長（中谷秀美君）  お答えいたします。 

 延長保育につきましては、早朝は７時30分から８時まで、26年度は１日平均六、七

人です。今年度は10人から15人です。延長は午後４時から午後７時までで、26年度は

１日平均20人から25人で、今年度は30人から40人です。そのうち12人から13人は未満

児です。 

 このことから、昨年度より育児休業明けから利用されている保護者がふえてきてお

ります。今後も利用家庭がふえる傾向にあると推移されます。 

 一時預かりにつきましては、対象児は未就園児で、保護者の就労・休職中・出産・

通院・参観日・リフレッシュ等の理由により、ご利用いただいております。26年度は

１日平均２人、今年度は１日平均４人です。利用人数がふえております。 

 今年度につきましては、１歳になったばかりの乳児の利用が多く、保育士２人体制

で行う場合もあります。今後もふえると予想されます。 

 土曜・休日保育につきましては、26年度、本年度とも利用人数は１日およそ二、三

人と変わりありません。利用者もほぼ同じです。 

 以上です。 

議長（土屋春江君）  ５番、両角正芳君。 

５番（両角正芳君）  ただいまご答弁いただいたこと、本当に年を、年を追うごとにやっぱり

利用者の利用実態が、その利用の仕方もいろいろ多様化してるというふうに思われま
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す。本年度は特にそういった、特に働くお母さんの夕方と言いますか、いわゆる今ま

で４時、何時というのが６時、７時、８時という時間になってくるわけでございまし

て、そういった中で、こういった未満児対応を含めて対応されているわけであります。

今後ともこれを続けていただければというふうに思っております。 

 当然、多様化する保育サービスの利用ニーズに応えて、企業等との労働環境づくり

にも行政が先頭に立って啓蒙・啓発を推し進めていただきたいということを願うわけ

でございます。 

 次に、４点目の質問に移りますが、立科町教育委員会では、全ての子供に生きる力

を育むため、幼児教育の充実、学力向上、豊かな人間性の育成と地域振興、特別支援

教育の推進の４つの柱からなる立科教育の推進が図られていると思われます。これら

の実施状況を検証した結果を町民等に周知してるのか、教育次長に伺います。 

議長（土屋春江君）  荻原教育次長。 

教育次長（荻原邦久君）  立科教育の実施状況を検証し、その結果を町民の皆さんに周知して

るかとのご質問でありますが、立科教育につきましては、全ての子供たちに生きる力

をつけることを目標に、先ほど議員さんが言われたような柱を基本に、さまざまなこ

とを推進しております。 

 平成26年度の状況につきましては、前回９月の議会において、地方教育行政の組織

及び運営に関する法律に基づき点検・評価をし、報告させていただきました。 

 立科教育にかかわる部分の評価につきましては、概ね期待どおりの報告をさせてい

ただきました。特に、学力の向上を目指す部分の立科教育につきましては、保育園・

小学校・中学校・高等学校が連携してチームティーチング、いわゆるＴＴ授業や特別

支援授業などを行うことを目的として、算数や数学の学力向上のために小・中・高そ

れぞれ加配教員を配置し、授業を実施したことにより、課題が共有でき、解決に向け

た指導方法などを探ることができました。 

 さて、このようなことをどのように町民の皆さんに周知しているかでございますが、

毎年４月に実施している全国学力学習状況調査に基づきまして、分析・総括して広報

たてしなに掲載し、周知しております。今年度も４月にこの調査を実施し、学力の状

況や生活実態の状況を分析しておりますので、現在、推進している立科教育の内容が

検証できるのではないかと思われます。 

 今後、その内容を総括し、広報たてしなに掲載して、町民の皆さんに周知していき

たいと思っております。 

議長（土屋春江君）  ５番、両角正芳君。 

５番（両角正芳君）  検証して公表されてるということでございます。引き続き、ちょっと私

も勉強不足で、その辺のところがちょっと見てなくていけなかったわけですが、町民

の皆さんにももう少しわかりやすいと言いますか、わかるような形で、少しインパク

トをつけていただければありがたいかなと、そんなふうに思っております。 
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 長和町では28年度から、妊娠から子供までまとめて支援するための子供課というの

を新たに新設することが、この２日前の新聞にも報道されておりましたけれども、子

供世帯の定住を促すためには、町独自の子育て支援策をできるところから実行に移し

ていただき、そして町内外にアピールしながら認知していただくことが、私は近道で

はないかと考えております。と同時に近隣市町にはない立科教育の充実を図りながら、

広く知らしめていただくことを切に願います。 

 子育て３歳児神話という言葉がありますように、子供はお父さん、お母さんの素養

を受け継ぐ部分もありますけれども、３歳前後に形成される土台づくり、これがもっ

とも重要というのも言われております。そして、その後の一生を左右するとも、また

言われております。やはり切れ目のない親子のスキンシップ空間を確保するには、子

育て世代の負担軽減策を推し進めていくことが大変重要だというふうに、私は思って

おります。 

 それでは、時間もあれですが、次に、２つ目の質問に移ります。高齢者福祉の更な

る充実と財政負担見通しはについて、３点ほど質問をいたします。 

 高齢者福祉に関する質問は、既に同僚議員からも出されております。質問内容が重

複することもあろうかと思いますけれども、ご容赦をいただきたいと思います。 

 それでは、第１点目の質問でありますが、団塊の世代が後期高齢者となる次代を見

据えて、住み慣れた地域で安心した生活が送れるよう、医療・介護・地域・関係機関

が一体となったサービス提供ができる地域包括ケアシステム、いわゆる立科町地域包

括ケアシステムの構築が必要と考えますが、町長はどのようなご見解をお持ちか、お

聞きをいたします。 

議長（土屋春江君）  ただいまの質問に対し、答弁を求めます。米村町長、登壇の上、願いま

す。 

 

〈町長 米村 匡人君 登壇〉 

町長（米村匡人君）  お答えをいたします。 

 当町においても少子高齢化が進み、既に高齢化率も33％を超え、高齢者のひとり暮

らし、高齢者世帯が増加し、介護を必要とする高齢者が年々増加する傾向であります。

医療・介護問題は、議員さんおっしゃるとおり、団塊の世代が後期高齢者となる2025

年を控え、大きな転換期を迎えております。 

 立科町ではそれらを踏まえ、長期的視点から第６期立科町高齢化福祉計画・介護保

険事業計画を策定し、事業推進をしております。人とのつながり、地域のつながりが

希薄化していると言われる現代ではありますが、自助・互助・共助・公助により、住

み慣れた地域で生き生きと、最期まで元気に暮らせるように介護予防事業・介護支援

事業の充実を図っていかなければなりません。 

 その施策として、地域包括ケアシステムの構築は大変重要な施策であると、私も理
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解をしております。第６期計画にも一番の重要な施策としており、現在、町では関係

機関や地域の皆さんを中心に、ボランティア等が支援に参加できる体制づくりを行い、

高齢者が身近な地域で支え合い、参加する包括的・継続的な地域包括ケアシステムの

構築に向けて進めております。 

議長（土屋春江君）  ５番、両角正芳君。 

５番（両角正芳君）  ケアシステムの構築というのは大変重要でございますが、その中でも重

点的な取り組みとして、私は医療機関への、入院は別としまして、通院などが困難な

高齢者が多いというふうにも言われております。町内医療機関はございますけれども、

いわゆる近隣の総合病院等を含めた医療機関との連携ですね、これ、非常に重要では

ないかというふうに思っておるわけですが、現時点、どこまで具体的な検討をされて

おられるのか、改めて町長に伺います。 

議長（土屋春江君）  米村町長。 

町長（米村匡人君）  お答えをさせていただきます。 

 地域包括ケアシステムの構築につきましては、医療機関と連携が重要な課題となっ

ております。現在、当町では小諸北佐久医療・介護連携推進協議会に参加し、他職種

連携によるネットワークづくりを行っております。主な参加団体は、小諸市と北佐久

郡の自治体・医師会・歯科医師会・医療機関・介護保険事業者等、さまざまな団体の

参加により、構成されております。本年度につきましては、ネットワークづくりのた

め医療・介護連携のためのネットワークシステムの導入を行っており、年明けには一

部稼働を予定しております。 

 これにより、関係機関と情報の共有を図り、在宅での医療・介護の連携を推進して

いるところであります。また、この事業の中で在宅医療・介護についてのアンケート

も行っており、アンケートの集計結果を参考に、今後も事業展開を図っていくつもり

であります。 

 さらに、こうした医療・介護等の地域資源につきまして、小諸・北佐久地域での医

療・介護マップの作成についても行っていく予定というふうになっております。 

 以上です。 

議長（土屋春江君）  ５番、両角正芳君。 

５番（両角正芳君）  ともかく医療機関との連携、非常に重要だと思います。特に、立科町は

こういった、自立してるとは言っても小さな町で、専門の公の総合病院等もないわけ

でございまして、特にその辺については十分な連携を図っていただきたいと思うわけ

であります。 

 次に、２点目の質問に移ります。 

 平成27年４月１日現在における立科町の高齢者は2,493人で、総人口に占める割合、

いわゆる高齢化率は32.9％、ちなみに県は29.7％だそうでございますが、このうち65

歳から74歳までの前期高齢者は1,162名、75歳以上の後期高齢者は1,331名ということ
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でございますが、前期・後期高齢者の推移を見ますと、平成22年の前期高齢者が

1,144名、後期高齢者は1,003名で、前期者のほうが多かったわけでございますが、27

年４月１日現在では、逆に後期高齢者が多くなっております。これらの高齢者の中で

要支援・要介護の認定を受けてる人は、平成26年３月末ではありますが449名、この

うち後期高齢者410名ということは、ほとんどが後期高齢者。後期高齢者の３割は、

このうち３割は介護認定を受けてることになるということでございますが、高齢者の

方々を介護するには、やはり私は臨時的・金銭的な手当が必要であろうというふうに

思います。 

 そこで、町民課長に伺います。介護給付費には施設サービスと委託サービスとがご

ざいますけれども、いずれも増加傾向にあると推測されますが、現状と課題は何か、

伺います。 

議長（土屋春江君）  青井町民課長。 

町民課長（青井義和君）  お答えをいたします。 

 介護給付費であります。介護給付費でありますけれども、この総額、平成20年度約

６億円弱でありました。昨年になりますと平成26年度末で７億3,000万ということで、

議員さんおっしゃられたように、異状な増加傾向ということであります。この中で給

付のうちの９割以上が居宅系のサービス費と、また施設系のサービス費というように

なってきております。 

 その割合でありますけれども、それぞれ約46％前後、両方とも同じような形の中で

推移をしてきておりました。ここ最近、近年でありますけれども、非常に居宅系の

サービス費が増加してきておりまして、近年では居宅系については57％、また施設系

が37％というようなことで、居宅系の増加傾向が見られてきております。 

 本年度につきまして、この介護給付費の総額につきましては、今のところ前年度並

みの７億3,000万ほどで推移をしていくということであろうというふうに予測はして

きております。給付費につきましては、これからピーク時に向けて、これから増加を

していくということであります。 

 しかしながら、地域ケアシステムの構築、また予防介護、これらの充実と推進を図

ることによりまして、介護給付費の抑制をこれからしていかなければならないのかな

というようなふうに考えております。 

 以上です。 

議長（土屋春江君）  ５番、両角正芳君。 

５番（両角正芳君）  介護給付費を抑制していくには、在宅介護が不可欠であるというふうに

思われますが、政府が今、打ち出しております介護離職者ゼロに向けた介護休業給付

金の引き上げ案というのも案として出ておりますけれども、介護を理由にした離職者

は全国で年間10万人ほどいるというふうに言われておりますが、介護休業取得者はわ

ずかに3.2％にとどまっているというのが現状であります。 
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 こうした現状におきまして、介護サービス事業の充実を図ることが最も重要と考え

ますが、専門職及び介護関係に携わる職員等の不足は現在、来していないのかどうか、

町長に伺います。 

議長（土屋春江君）  米村町長。 

町長（米村匡人君）  ご質問にお答えをさせていただきます。 

 現状、介護サービス事業の充実を図るというような形と、また来年度、地域包括ケ

アシステムの構築に向けてというような形でもありますけれども、現在のこの間、ご

説明をさせていただいたとおり、社会福祉協議会の評価というものが、この地域に向

けての予防事業、また介護に対しては非常に力を出していかなければいけないような

現状になるというふうに認識はしております。 

 その中で、人員がやはり削減をしているというようなところの活動ができないとい

うような現状の中で、人員の補充というものは考えていかなければいけないというふ

うに認識はしております。 

 また、福祉介護にかかわらず、役場の各課それぞれ職員が不足をしている現状の中、

本年度は新卒ほか社会人枠職員を募集・採用を行いましたが、同時に職員全体の質の

向上を図り、住民サービスの充実に努めていきたいというふうに考えております。 

 来年度考えております機構改革の中で、専門職の採用も検討できればというふうに

は考えております。 

 以上です。 

議長（土屋春江君）  ５番、両角正芳君。 

５番（両角正芳君）  ぜひ、その手当を今後、十分考えていただきたいと思います。 

 特に、人員の数というものもそうですけれども、やはり質という問題も大変、私は

重要ではないかと思いますので、やはり職員の皆様、そしてまたそういったところに

携わる皆様の研鑽をつんでいただく場も、十分考えていただきたいというふうに思っ

ております。 

 それでは、最後になりますけれども、３番目の質問に移ります。 

 平成28年４月に新規オープンを予定しております、社会福祉法人ハートフルケアた

てしなの高齢者複合施設、まだ名称は決まっておりませんけれども、財政支援と多額

の損失補償を行っておりますけれども、最終責任者である町として町長はどのような

見解をお持ちか、お伺いをいたします。 

議長（土屋春江君）  米村町長。 

町長（米村匡人君）  ご質問にお答えをさせていただきます。 

 19億円の損失補償については、金融機関と法人との取り交わしによる約定返済日か

ら６カ月後の応答日を経過しても、弁済がなされなかった場合には、金融検査マニュ

アルにおきまして、実質破綻先と判断され、金融機関に損失が生じることになり、町

への請求がされることになっております。 
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 このような事態にならないように、法人へは事業推進協議会を通して責任を持って

事業状況や会計報告など、より厳しく関与をしてまいる考えでおります。 

 以上です。 

議長（土屋春江君）  ５番、両角正芳君。 

５番（両角正芳君）  当然のことながら、高齢者が生きがいを持ち、安心して暮らしていくた

めの環境整備、こういったものは当然のことながら、行政の責務でありますし、また

既存の徳花苑施設、また新たにオープンいたします介護複合施設、これらも行政が推

し進めてきた施設でもございます。これはどのような運営形態になろうとも、行政は

直接・間接を問わずかかわり、最後まで施設維持に責任を持つべきであると私は考え

ておりますが、もう一度、町長のご見解を伺います。 

議長（土屋春江君）  米村町長。 

町長（米村匡人君）  先ほどもお話をさせていただいたとおり、社会福祉法人ハートフルケア

たてしなの運営につきましては、やはり法人が主体となって行っていくものだという

ふうに感じております。それに対して、町がそういうふうな損失補償を行っていると

いう事実の中で、先ほどもお話をさせていただいたとおり、事業推進協議会を通して、

私もそのメンバーの中に入っている中で、町長として事業状況や会計報告などを聞き

ながら、その経営状況をより厳しく見て、関与をしていきたいというふうに考えてお

ります。 

議長（土屋春江君）  ５番、両角正芳君。 

５番（両角正芳君）  今度、ハートフルケアたてしなの、ちょっと方向かえて町長に伺います

が、どのご家庭にも朝、新聞をお取りになっているご家庭が多いかと思いますが、最

近、ここしばらくと言いますか、しばらく前から、ハートフルケアたてしなのいわゆ

る介護職員、あるいは専門職員を含めまして、募集がその都度、出ております。これ

は、私はちょっと注意して人員を見てみますと、ほとんど変わっておりません。 

 ということは、今、こういう介護・福祉関係に携わる方のやはり希望者が少ないの

か、あるいはハートフルケアたてしなそのものに対しての何か不満があるのか、これ

はわかりませんけれども、そういった面で、これら、当然、先ほど町長、責任持って

いかれるということでございますので、確かにこの同僚議員の中で、今日まで５億円

ほどの町は支援をしてきてるということで、非常に重要かつ大切な施設であります。

そこに働く人のやはり職場の環境であるとか、あるいは待遇であるとか、そういった

ものも絡んでくるのかどうか、私はちょっとわかりませんけれども、いずれにしまし

ても、今、そういった募集がずっと続いてるということのこの実態について、町長は

どのようなお考えをお持ちでしょうか、ご感想でございましょうか、お聞きしたいで

す。 

議長（土屋春江君）  米村町長。 

町長（米村匡人君）  介護職員の不足というのは、全国的なことだというふうに私も認識をし
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ておりますし、私も以前、介護職に就いていた中で考えますけれども、ハートフルに

関しては、やはり法人のやられていることであります。私はこの事業推進協議会の中

で理事長また常務理事とお話をしている中でも十分、そういうことを考えながら募集

をさせていただいてるというような報告を受けております。 

 ただ、先ほどもお話をさせていただきましたとおり、非常に多くの全国的な規模と

して、その介護職員の不足ということが言われております。その中で、先日もお話を

したとおり、蓼科高校の福祉コースをいかに変革をしていくかということも含めて、

その介護職員の育成また人材をつくっていくというようなことにも、町はやはり考え

ていかなければいけないというふうに考えております。 

 以上です。 

議長（土屋春江君）  ５番、両角正芳君。 

５番（両角正芳君）  それでは、最後の結びに入らさせていただきます。 

 人口減少に歯止めをかけ、魅力あるまちづくりを行う上で、総合戦略の具体策とし

て都市部や近隣との経済交流等による雇用の確保を図りつつ、他に先駆けた若者世帯

の定住策を、できるところから即実行に移すこと。 

 また、人口ビジョン推計によれば、老年人口が2020人をピークに減少傾向に転ずる

とも推測されてはおりますけれども、全体を見ますと減少してる傾向でございます。

特に、生産人口が大きく減少するという推測にも鑑みて、今後の医療・介護にかかる

負担額増大が予測される中で、団塊の世代が後期高齢者となる2025年を見据えた立科

町地域包括ケアシステム、これは１日も早く、しかも中身の濃いケアシステムの構築

を願って、私の一般質問を終わります。 

議長（土屋春江君）  これで、５番、両角正芳君の一般質問を終わります。 

 ここで、昼食のため暫時休憩とします。再開は午後１時30分からです。 

（午後０時09分 休憩） 

 

（午後１時30分 再開） 

 

議長（土屋春江君）  休憩前に戻り、議事を再開します。 

 次に、６番、村松浩喜君の発言を許します。 

 件名は １．都会からの移住の促進 

     ２．雇用創出ビジョンの策定 

     ３．新幹線駅を起点にした観光誘客です。 

 質問席から願います。 

 

〈６番 村松 浩喜君 登壇〉 

６番（村松浩喜君）  はい６番。今回、私は、３本の項目の柱を立てました。 
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 それでは、まず１つ目、都会からの移住の促進について質問いたします。 

 この項目の答弁は、特にことわりがない限り、町長または担当課長にお答えいただ

ければと思います。 

 今、私たちが直面している大きな課題の一つに、人口の減少をどのように抑えるか

ということがあります。この問題を解決するために、立科町に移り住む人、すなわち

移住者をふやすことは非常に有効な手段となります。 

 私は、先日、総務省が東京駅近くに設けた移住交流情報ガーデン、有楽町駅前の東

京交通会館にあるふるさと回帰支援センターを訪れ、都会から地方への移住を促す積

極的な動きを肌で感じてまいりました。 

 また、このような拠点やインターネット、印刷物等の宣伝媒体を使い、全国各地の

自治体が移住者を募るために工夫を凝らしています。 

 長野県では、「楽園信州」というポータルサイトを運営したり、銀座ＮＡＧＡＮＯ

の中に移住相談窓口を設けるなど、積極的な移住者の募集事業を展開しています。そ

のような施策や従来のイメージのよさなどにより、移住先として長野県に興味を抱く

人は多く、各種の人気ランキングでは、全国で１、２を争っています。 

 ここからが当町にとっての課題でございまして、長野県77の市町村の中で当町を選

んでもらうためには、ほかの76市町村より魅力的な施策が必要になります。せっかく

長野県に興味を持っていただいた、その方たちを立科町に住んでいただこうという動

機づけをすることは非常に重要だと思います。 

 そんな流れの中、去る11月21日に、当町でも移住体感ツアーを実施いたしました。

このような企画は当町では初めてだったのではないかと思います。職員の皆さんは大

変ご苦労されたかと思いますけれども、ここで、次の５つの項目にお答えください。 

 １つ目、企画立案から実施までのスケジュール、２つ目、実施内容、３つ目、参加

者の人数、４つ目、かかった費用の金額、それからその財源、５つ目、今後の課題と

方針。 

 以上です。 

議長（土屋春江君）  ただいまの質問に対し、答弁を求めます。米村町長、登壇の上、願いま

す。 

 

〈町長 米村 匡人君 登壇〉 

町長（米村匡人君）  ただいまのご質問にお答えをさせていただきます。 

 移住体感ツアーにつきましては、地方創生の交付金を活用した移住促進事業として、

11月の21日に参加者19名を立科町にお迎えし、実施したところでございます。 

 今後の立科町への移住につながる事業として期待をしております。 

 詳しい内容につきましては、担当課長より申し上げます。 

議長（土屋春江君）  斉藤総合政策課長。 
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総合政策課長（斉藤明美君）  お答えいたします。 

 まず、この移住体感ツアーにつきまして、実施内容についてでございますが、実際

に、立科町に来て、見て、触れることで、立科町を移住候補地としてご検討いただく

機会として計画をいたしました。 

 募集定員は、移住を考えている方20名、参加者は県外、主に関東圏でございますけ

れども14名、県内２名、海外が３名、合計19名の方にご参加をいただきました。 

 募集、また宣伝方法についてでございますけれども、募集の案内等につきましては、

町のホームページや10月の下旬に東京で開催されました移住フェアに職員が参加をし

ております。こちらで紹介をさせていただき、また、銀座ＮＡＧＡＮＯやふるさと回

帰支援センターにおいても、チラシでご案内をさせていただきました。あわせまして、

空き家バンクの利用登録者へも通知を送付するなど、多方面へわたり発信をいたしま

した。当日のツアー内容でございますけれども、中型貸し切りバスによる町内の視察、

農業体験、移住者の体験談もお聞きをしながら進めました。 

 町内視察では、公共施設ですとか、あと野方宮地ケ丘団地の分譲地ですとか、クラ

インガルテン、また現在建設中の移住体験住宅、そちらもご紹介しながら進めてまい

りまして、農業体験では、年間のリンゴ作業内容等を従事者の方から説明を受けた中

で、リンゴの収穫作業を体験していただきました。 

 経費につきましては、地方創生の交付金を充てまして予算額25万円、今回のツアー

に係る経費につきましては、バスの借り上げ料等を含めまして約８万円、その他、チ

ラシ・看板等につきましては、職員が作成をし経費節減に努めまして実施をいたしま

した。 

 また、実施に際しましてアンケートを行い、そちらの結果の概要でございますけれ

ども、満足度につきましては、「満足」「やや満足」「普通」「やや不満足」「不満

足」の５段階のうち「満足」が13名、68.4％、「やや満足」が６名、31.6％と参加者

全員がご満足をいただいた結果となっております。 

 また、アンケートで移住の希望につきましてもお聞きしたところ、「移住をした

い」とお答えになった方が４名、「検討したい」とお答えした方が14名ということで

ございました。今回、「移住したい」との回答をいただいたこの４名の方につきまし

ては、この機会に積極的な働きかけを行いたいと考えております。 

 また、その他の方につきましても、移住に関する検討材料として情報提供などを行

っていきたいと考えておりますが、移住を考えている方のほとんどは、複数の自治体

を比較しておりますので、今後の課題といたしましては、他の自治体でも同様のツ

アーが開催されている中で、他の自治体では見られない、立科町に特化した仕掛けづ

くりが課題と言えるかと思います。また、移住目的、年代等を絞ったメニューの提供

も必要ではないかと、今回実施をした中では感じております。 

 予算の関係等もございますけれども、今回の検証を踏まえまして、今後、継続的な
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実施ができればと考えております。 

 以上です。 

議長（土屋春江君）  ６番、村松浩喜君。 

６番（村松浩喜君）  さまざまお答えいただきましたが、１点、答弁漏れがあったのではない

かと思いますので確認をいたします。 

 企画立案の時期ですね、いつぐらいからこちらの企画、お考えになり始めたのかと

いう、スケジュール的なものをお尋ねします。 

議長（土屋春江君）  斉藤総合政策課長。 

総合政策課長（斉藤明美君）  大変失礼いたしました。スケジュールでございますけれども、

企画をいたしましたのが９月の中旬から下旬でございまして、このときに10月の下旬

の東京で行われる移住フェア、こちらの出席が決まっておりましたので、そちらに合

わせた何か企画ができないかなということで企画をさせていただいて、実施をしたも

のでございます。 

 以上です。 

議長（土屋春江君）  ６番、村松浩喜君。 

６番（村松浩喜君）  それでは、次の質問に参ります。 

 町では現在、地方創生補助金移住事業を実施しています。この補助金は、ことし

４月１日以降に移り住んだ方が住居を新築する場合に100万円まで、中古住宅を改築

する場合には50万円までを補助するものです。 

 ただし、補助されるのは今年度中に完成する建物に限られるという条件がついてお

りまして、予算総額は300万円となっております。 

 そこで、２点、お尋ねします。 

 この補助金の現時点での利用状況はいかがなものでしょうか。 

 ２点目、予算総額に達するまで、来年度以降に新築・改築が完成する建物にも適用

するべきではないかと思いますが、いかがでしょうか。 

議長（土屋春江君）  斉藤総合政策課長。 

総合政策課長（斉藤明美君）  お答えいたします。 

 こちらの事業につきましては、地方創生に係る交付金を活用しまして、地方創生補

助金移住事業、こちら予算を300万円といたしまして、町外に５年以上居住している

方で立科町に移住した場合において、２つの補助金を創設いたしました。 

 まず初めの、定住用建物の新築への助成、こちらは上限100万円でございますが、

年度内に完成をし、住民票を立科町に移した場合として、現時点では対象を今年度

２件、見込んでおります。 

 ただし、年度末までの状況によりまして、確定することとしております。 

 次に、定住用の取得建物の改修への助成でございますが、こちらは上限が50万円、

現在まで対象者は確認しておりませんが、継続した周知を行ってまいりたいと考えて
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おります。 

 これらの補助金につきましては、住宅展示場等へチラシの配布や、野方宮地ケ丘団

地の分譲促進とあわせまして、広告掲載、またホームページ掲載を行って周知をして

おります。 

 ２点目のご質問でございますけれども、この事業につきましては、国の平成26年度

補正予算において交付されました交付金を財源としております。平成26年度の繰越事

業であるため、事業実施につきましては、平成27年度中に完成することを条件として

おります。来年度以降の完成となりますと、充てられる交付金の対象外となってしま

いますので、ご理解いただきたいと思います。 

 また、来年度以降につきましても、今年度の実績や財源なども含めまして、検討を

していきたいと考えております。 

 以上です。 

議長（土屋春江君）  ６番、村松浩喜君。 

６番（村松浩喜君）  ただいま取り上げました地方創生補助金移住事業のほかに、私が調べた

範囲では、移住者にとてもメリットがあるという、優遇措置というものが見当たりま

せんでした。移住先を探している人々の多くは、自分たちにどのようなメリットがあ

るのかを比較検討して移住先を決める傾向にあります。メリットとは、立地条件や自

然環境など、人間の力では変えることのできない条件もあるんですけれども、自治体

が独自の判断や工夫で行う移住した方を支援する施策、これもメリットとして考えら

れるものでございます。 

 当町には、先ほど取り上げた移住事業のほかに、移住者向けの優遇措置、私はない

かなというふうにお見受けしたんですが、実際のところ、ございますでしょうか。 

議長（土屋春江君）  斉藤総合政策課長。 

総合政策課長（斉藤明美君）  お答えいたします。 

 移住者の優遇措置があるかどうかというご質問でございますけれども、町が行って

きました人口増につながる施策等につきましては、移住者に特化したものはございま

せんが、新規就農者への支援や子育て支援住宅の建設、また宅地造成など、町内外の

定住・移住につながる事業を実施してまいりました。 

 移住者に限った優遇措置につきましては、先ほどの補助事業を本年度創設したとこ

ろでございますが、来年度以降、総合戦略に沿った施策を推進していく中で、具体的

に検討したいと考えております。 

 また、今年度建設をしております移住体験住宅につきましても、移住・定住促進の

きっかけとして大いに活用していきたいと考えております。 

 以上です。 

議長（土屋春江君）  ６番、村松浩喜君。 

６番（村松浩喜君）  それでは、やはり移住者に向けた、移住者に特化した魅力的な特典とい
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うのは、今のところ、ないようなんですけれども、例えば、思い切った移住者の支援

策の一例で、私の案なんですが、５年間は毎月、生活の補助として１万円を支給する

とか、あと、町民税や上下水道料金を割り引くまたは農地を無料で貸し与えるという

ような、暮らしに役立つ、継続的な、そして１回だけの補助とか助成では終わらない

内容で、他の市町村との差別化が図れるものも考えたほうがよいのではないかと思い

ますけれども、町のほうではどのようにお考えでしょうか。 

議長（土屋春江君）  斉藤総合政策課長。 

総合政策課長（斉藤明美君）  お答えをいたします。 

 移住者にとりまして、魅力とは何か、農業であったり、自然であったり、子育て支

援、子育て環境であったり、地域での交流であったりと、さまざまであると考えられ

ます。移住を考えてる方がどのような支援を希望しているのかと見きわめが大切であ

りまして、地方への新しい人の流れをつくるとした国の政策分野と町の基本目標の一

つであります、豊かな自然とともに暮らす、安全・安心なまちづくりにおける施策と

して、移住希望者のニーズに沿った、移住してよかったと思っていただける各種支援

を、財源の確保も含めまして検討をしてまいりたいと考えております。 

 以上です。 

議長（土屋春江君）  ６番、村松浩喜君。 

６番（村松浩喜君）  それでは、次の質問、参ります。 

 きのうの質問で、村田議員のほうからも地域おこし協力隊については質問をされま

して、それに対する回答、ございましたので、重複する回答は求めません。私のほう

では、お尋ねする項目絞っております。 

 移住・定住を考えた場合に、地域おこし協力隊の隊員の方というのは非常に定住し

てくださる見込みがあるということが、最近の調査でわかっております。平成27年の

３月時点での地域おこし協力隊に向けての追跡調査で、その約６割が地域おこし協力

隊で採用された自治体に住んでるという、そういう調査結果がございます。このよう

なこともございますので、地域おこし協力隊は、その自治体の新しい行政サービスを

展開する職員のような働きをしてくださるという意義のほかに、移住者として迎え入

れるべき存在でもあるわけです。で、積極的に地域おこし協力隊の募集をしていただ

きたいというふうに考えておりましたけれども、きのうの答弁からしても、もう28年

度からは採用の予定というふうに捉えております。 

 で、28年度の募集に際しまして、財源はどのように考えていらっしゃるか、採用す

るに当たっての人件費とか募集費、それから隊員の方の住居費などございますけれど

も、その財源の予定を伺いたいと思います。 

議長（土屋春江君）  斉藤総合政策課長。 

総合政策課長（斉藤明美君）  お答えいたします。 

 地域おこし協力隊の募集等に要する経費の財源でございますけれども、国におきま
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しても積極的な推進を図る観点から財源措置がされております。説明会等に要する経

費や職員旅費等の経費につきまして、協力隊員を募集する自治体当たり200万円の上

限、そして隊員の活動に要する経費といたしまして、報償費につきましては１人当た

り200万円の上限、報償費以外の活動に要する経費、これは内容的には住居費、また

活動車両等の借り上げ料、活動旅費や研修等の受講の経費等になりますけれども、こ

ちらについても200万円、合計１人当たり400万円を上限に特別交付税において財源の

措置がされます。これらを超える額につきましては、町の負担となります。 

 以上です。 

議長（土屋春江君）  ６番、村松浩喜君。 

６番（村松浩喜君）  それでは、これは質問ではなくて、要望としてお伝えしておきますけれ

ども、先ほどの財源の内訳を聞くところによると、もうほとんどが特別交付税で措置

されるということで、人件費も交付税で措置される範囲内であれば、町の持ち出しは

一つもないというような、とても、町の財源にも優しい制度でございますので、ぜひ、

１人の採用ではなくて２人以上の採用、私は３人ぐらいいたほうが、いらっしゃった

ほうがいいかなと思うんですけれども、お一人、お二人だと、万が一、採用した後に、

何らかのトラブルで自分の故郷へ帰らなければいけなくなったというような事情が発

生するという方も中にはいらっしゃるかと思いますので、ぜひ３人ぐらい、もしくは

２人ぐらいですね、また、２人以上いると、お互いに、協力隊員同士で励まし合った

り、悩みを打ち明け合ったり、身近な相談相手としてもとてもいいパートナーとなる

と思われますので、ぜひ複数の協力隊員の募集、それから採用ということをご検討い

ただきたいと思います。これは要望にしておきますので、お答えはいただきません。 

 それでは、２つ目、大項目の２つ目として、雇用創出ビジョンの策定に移ります。 

 こちらの内容についても、町長または担当課長に答弁を求めます。特にことわりが

ない場合は、そのお二方、どちらかでお願いいたします。 

 人口の減少を抑えるためには、産業を振興して雇用を生む、仕事をふやして雇用を

生むということも必要だと思います。将来を予測して効果が見込める町の施策を検討

し、予算化を図るべきだと思います。雇用創出についての予算という意味でございま

す。 

 そこで、１点目の質問ですが、当町の将来の産業構造、これはできれば５年から10

年ぐらいの将来の産業構造の予測というものをお尋ねしたいのですが、いかがでしょ

うか。 

議長（土屋春江君）  ただいまの質問に対し、答弁を求めます。米村町長、登壇の上、願いま

す。 

町長（米村匡人君）  ただいまのご質問にお答えをさせていただきます。 

 産業構造の予測につきましては、現状も含めた中で担当課長よりご説明を申し上げ

たいというふうに思います。 
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議長（土屋春江君）  斉藤総合政策課長。 

総合政策課長（斉藤明美君）  当町の将来の産業構造の予測、現状と予測でございますけれど

も、議員さんもご承知のとおり、立科町の産業構造は、2012年の経済センサスにより

ますと、400事業所中、宿泊・サービス業等が94事業者と一番多く、次に、小売、建

設業の順となっております。このような中で、従事者の状況を見てみますと、事業所

と同様、第３次産業の宿泊業等の従事者が一番多く、次に、第２次産業になる製造業

等に従事する者となっており、第２次、第３次産業で約80％、3,400人の方が従事を

している状況でございます。 

 立科町の産業で就労に必要な第１次産業、農林漁業の従事者は、およそ960人で約

20％となっております。25年前の農林漁業の従事者は産業別で一番多く、1,850人の

従事者がおり、現在では半減しております。 

 農業と観光の充実を図っていくには、大変厳しいものとなっていると思慮されます。

毎年人口が減少する中で、1985年に65％を占めた生産年齢人口でも、2010年、平成22

年の国勢調査では、58％と年齢構造も大きく変わってきております。 

 そこで、産業構造をどのように予測しているかとのご質問でございますけれども、

期待ということで、現状では、生産年齢人口の増加が見込めない以上、町の活性化を

推進するためにも、高齢者や女性の就労を大いに活用して、農業を含めた６次産業の

推進と女性の企業支援等を充実し、第１次産業を活性化し、均衡ある産業構造にする

ことだと考えております。 

 以上です。 

議長（土屋春江君）  ６番、村松浩喜君。 

６番（村松浩喜君）  先ほど答弁の中にも出てまいりました６次産業というのは、１次産業で

ある農林水産業者が主体となって、加工・流通・販売という２次産業、３次産業にま

でかかわり事業を行っていくというものでございます。で、これと全く同じではなく

て、似たような形で異なる産業を連携させる、異なる産業を結びつけて新たな雇用を

生む、そのような新しい仕組みを町のほうで音頭をとって、構築、進めていただくと

いうふうなことも必要ではないかなというふうに思います。 

 例えば、具体例はちょっと思いつかないんですけれども、農業と観光ですね、その

異なる産業を、まあ、今やってる事業もあるんでしょうけれども、見直してより効果

的に結びつけるような産業を考え出していくということとか、あと福祉の分野と他の

産業を結びつけていく、そして、より下り坂傾向にあるような産業も、ほかの産業と

タイアップできることによって支え合える、そんなような仕組みがつくれないかなと

いうふうに考えております。このようなことについて、町のほうでは何かお考えあり

ますでしょうか。 

議長（土屋春江君）  斉藤総合政策課長。 

総合政策課長（斉藤明美君）  お答えいたします。 
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 新たな雇用を生む仕組みの構築というご質問でございますが、総合戦略におきまし

て、活気ある経済を創造するまちづくりの中で、雇用、労働環境の充実、中小企業の

育成支援を施策として、具体的な事業実施に向け動き出しております。事業所の従業

者数も生産年齢人口の減少の中、目標値を現在の2,900人を確保することとしており

ます。 

 そこで、雇用につなげる今年度の新たな仕組みとして、創業が少なくなっている現

状を踏まえまして、立科町商工業振興条例の一部改正を行い、創業支援資金の融資あ

っせん事業を始めております。この事業は、起業する方には大変有利な制度でござい

ます。 

 制度の内容につきましてでございますけれども、まず、商工会等に計画等を相談し

ていただきまして、資金の調達が楽になりますよう1,000万円を限度に、県信を初め

八十二銀行望月支店でも融資が受けられるようになりました。保証協会の保証料も全

額負担し、利子につきましても年1.5％の低利な上、１％を町が利子補給する制度と

なっております。したがいまして、利用者負担は年0.5％のみとなります。 

 このほか、商工業者に育成支援を行うために、多くの種類の補助などを行い、雇用

につなげる支援を引き続き行ってまいります。議員さんが提言していただきました施

策等も含めまして、総合戦略の施策の実施こそが、雇用を生む仕組みとあると考えて

おりますので、ご理解いただきたいと思います。 

 以上です。 

議長（土屋春江君）  ６番、村松浩喜君。 

６番（村松浩喜君）  それでは、私、ここまで移住の促進とか、雇用の創出ということに関係

した質問を行ってまいりましたが、それらの質問に関連して、町長にお尋ねします。 

 町内で移住の促進及び雇用の創出、こういったものに結びつく活動をする団体に補

助金を交付するという考えはないでしょうか。また、現在行っているのであれば、そ

のようにお答えいただければ結構ですが、お尋ねします。 

 例えば、本当に一例なんですけれども、私が所属している地域振興団体があるんで

すけれども、そちらのほうでは、町の外に出向いての宣伝・販売活動とか、あと、都

会の人々を受け入れての農村体験など、積極的に取り組んでおります。その団体は、

会員からの年会費を集めて運営費に充てているという状況もございます。独立採算で

自立したいという希望もあるんですけれども、事業の中には収益を上げられる、利益

が見込めるものもあるんですけれども、中には、やはり宣伝活動などは、なかなか収

益を上げにくい、また特産品のＰＲとか、そういったもの、開発というのもなかなか

収益を上げにくいことにも取り組んでいるので、なかなか全てトータルで見て経営状

態がいいというわけにはいかない、そんな団体がございます。で、スタッフのほうも、

ボランティア的な感覚で取り組んでいるところでございます。 

 このような地域振興に取り組む団体は、外からの移住者の獲得にも役立つ働きをし
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てるわけです。町の行政のかわりに町の外に出てＰＲ活動を積極的に行ったりしてい

るわけでして、また、運営スタッフや事務局員などの雇用を生む、仕事があれば収入

も発生させることができますので、雇用を生むという、そんなきっかけもつくってい

ることにも取り組んでいます。 

 今、私が所属している団体について申し上げましたが、そのほかにも町内に似たよ

うなことをやってらっしゃる団体、もしくは、これからそのようなこともお考えにな

るかもしれない皆さんがいらっしゃるかもしれません。そのような、もう行政にかわ

って積極的に移住の促進、雇用の創出、そういったものに結びつく、そのような活動

をしている団体に対しての町の財政的支援ですね、具体的に言えば、補助金など交付

するお考えはないでしょうか。町長にお答えいただきたいと思います。 

議長（土屋春江君）  米村町長。 

町長（米村匡人君）  お答えをさせていただきたいと思います。 

 本当に、そういうふうな形の中で、移住促進や雇用創出に結びつく活動に対する団

体に補助金をというようなお話だったと思いますが、長野県の中でも、長野県の元気

づくり支援金という制度があり、そういう方たちのために、そういうふうな補助金が

できてるというふうに、私は認識をしております。 

 町としてというふうな考え方になりますけれども、町としてもそういうふうな方た

ちに補助金をというよりは、本当に、どういうふうな形でそういう団体が活動をされ

るのか、また、そういうことによってどういう移住促進や、また雇用が生み出すこと

ができるのかというような計画を出していただきながら、検討はしていくというよう

な形にはしていきたいというふうに思います。 

 ただ、補助金があるからそれがやるというような形ではなくて、やはりその中で私

たちはこういうふうに力強くやっていきたいんだと、そういうふうな形があってから

こそ、町として、どういうふうな形で協力ができるのかというような話の中から成り

立っていくのではないのかなというふうに考えております。 

 しかし、皆さんが今、行っている活動に対しては、非常に町にとっても有意義なも

のだというような認識はさせていただいておるつもりではあります。 

 以上です。 

議長（土屋春江君）  ６番、村松浩喜君。 

６番（村松浩喜君）  それでは、大きな項目の３点目、参ります。 

 新幹線駅を基点にした観光誘客についてお尋ねします。 

 こちらも、町長または担当課長に答弁を求めます。特に、ことわりのない限り、お

二方、どちらかでお願いいたします。 

 まず、１つ目なんですけれども、軽井沢駅、佐久平駅、上田駅ですね、この３つの

駅に、私は着目いたしました。 

 現在、北陸新幹線が金沢まで延び、新幹線利用客の動向にも変化があらわれていま
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す。観光客の利用が多い軽井沢、東京方面からの最寄り駅となる佐久平、最寄り駅と

いうのは立科町から見ての最寄りということです。そして、北陸方面からの最寄り駅

となる上田の各駅で、立科町の宣伝を充実させるべきだと思います。 

 先日、私は、上田駅の新幹線の改札を出た利用者の動線で、利用者になったつもり

で駅の構内を歩いてみました。そうしますと、立科町という名前とか、白樺高原とい

う名前は全く見ることができなかったので、少し残念だったなという経験があります。 

 上田駅は、駅の構内に割合、立派な観光案内所がありまして、そこでは、上小の地

域の観光宣伝、パンフレットなど、たくさん、各市町村のもの、何種類もそろえて置

いてあったりして盛り上がってたんですけれども、その上田地域に隣接する、隣にあ

る立科町の資料は一切、やはりいろいろ、行政の区域が、こちら佐久広域ということ

で認められていないんでしょうか、全く置いてなかったというような実態もございま

した。 

 で、今、上田駅の様子を申し上げましたけれども、ここでは、お尋ねするのは、軽

井沢・佐久平・上田の新幹線駅ですね、こちらでの現在の町の宣伝活動の実態はどの

ようなものかお答えください。 

議長（土屋春江君）  ただいまの質問に対し、答弁を求めます。米村町長、登壇の上、願いま

す。 

町長（米村匡人君）  村松議員のご質問にお答えをさせていただきます。 

 非常に、観光につきましては、ＰＲが重要であるということは、私も認識をさせて

いただいております。 

 また、今、上田・軽井沢・佐久というような形の中で、上田の部分ではなかったと

いう非常に残念なお言葉も聞かれてることは、真摯に受けとめたいなというふうに思

っております。 

 朝、森本議員からも言われたとおり、立科町は、上田地域定住自立圏にも入ってお

ります。そういう中で、やはり、そういう部分でも上田地域のほうにでもＰＲができ

るような活動というのは考えていきたいなというふうには考えております。 

 また、軽井沢・佐久地域に関してのＰＲのことですけれども、それについては、詳

細は担当課長のほうよりご説明をさせていただきますので、よろしくお願いをしたい

なというふうに思います。 

議長（土屋春江君）  今井観光課長。 

観光課長（今井一行君）  それでは、各駅の宣伝の実態はということで、お答えをさせていた

だきたいと思います。 

 まず、軽井沢駅につきましては、本年度はちょっと今のところ開催はないんですけ

れども、ここ２年ほど、佐久地域の観光戦略会議あるいは上小の地方事務所等との連

携の中での観光ＰＲを実施した経過がございます。 

 なお、本年度は、銀座ＮＡＧＡＮＯでの開催となったということで、軽井沢駅のＰ



42 

Ｒはなくなったということでございます。 

 この中で、軽井沢駅におきましては、パンフレットの設置を駅内の観光案内所にお

いて、置いていただいております。 

 次に、佐久平駅でございますけれども、こちらは、駅の中にプラザ佐久という一角、

ございますけれども、そちらのほうにパンフレットを置いております。 

 なお、ここでは、駅構内にＦＭさくだいらというコミュニティＦＭの本社がござい

ますけれども、こちらにおきまして、夏場ですね、ことし、昨年と、コミュニティＦ

Ｍ向けの公開生放送なども実施をしております。こちらも、パンフレット設置が主で

ございます。 

 上田駅でございますけれども、こちらは、ＪＲにつきましては改札手前のラック、

それからしなの鉄道におきましては、待合所内にパンフレットを置いていただいてい

るというふうに聞いております。 

 また、先ほど議員ご指摘の上小のパンフレット類の関係でございますけれども、上

田駅につきましては、ちょっと名前の詳細、失念しておりますけれども、新幹線上田

駅連絡協議会というような形の協議会がございます。これは、たしか坂城町まで入っ

ていたと記憶しておりますけれども、上田駅、上田市を中心に、上田駅を利用する、

関係する市町で構成された協議会がございます。そちらの協議会に参画しているとこ

ろが恐らくパンフレットがあったのではないか。立科町につきましては、そちらに加

盟しておりませんので、そこにはなかったというふうに思われます。 

 以上、申し上げましたとおり、主にはパンフレットを置いての宣伝が主であるとい

う実態でございます。 

 以上です。 

議長（土屋春江君）  ６番、村松浩喜君。 

６番（村松浩喜君）  それでは、先ほどの観光課長の答弁にありました、上田駅のその協議会

というようなものについては、費用の面等もございましょうが、どのような内容のも

のか、詳しく調べて、そちらの加入のほうもしたほうがよろしいのかどうかという検

討はぜひしていただきたいなと思いますが、これは要望としてお話ししておきます。

お答えはいただけるんですか。要望で結構です。 

議長（土屋春江君）  今井観光課長。 

観光課長（今井一行君）  先ほどの上田の定住自立圏とも関連してくるんですけども、実は、

26年度の、多分、予算のときだったと思います。内部的な検討はしたことがございま

す。そのときは、加盟しないということになりました。ただ、また今後、本年度につ

きましては、またさらに検討してということで、お答えをさせていただきたいと思い

ます。 

議長（土屋春江君）  ６番、村松浩喜君。 

６番（村松浩喜君）  先ほど観光課長の答弁の中で、軽井沢・佐久平・上田駅、それぞれパン
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フレットを置いていただくことはお願いしているというふうなことでしたけれども、

これに伴う費用というのは発生しているのかどうか、お答えください。 

議長（土屋春江君）  今井観光課長。 

観光課長（今井一行君）  佐久平駅のプラザ佐久につきましては、ラック使用料ということで、

年間１万数千円だと思いますが、支出をしてございます。あとの軽井沢・上田につき

ましては、無料でございます。 

 以上です。 

議長（土屋春江君）  ６番、村松浩喜君。 

６番（村松浩喜君）  わかりました。無料でというのは、なかなかいい場所に置いていただけ

なかったりとか、パンフレットが切れてしまっても積極的に補充はしていただけない

かなというふうな気もいたしますので、これはまた、私のほうの提案というか、希望

で申し上げておきますけれども、それなりの広告宣伝費、予算を計上してもよろしい

ので、新幹線駅で立科町または白樺高原という名前、写真、そういったものが露出し

ている状態のほうが好ましいのかなと思いますので、それはまたご検討いただきたい

と思います。 

 で、この新幹線駅に、私が注目していますのは、この後の質問にも関連しておりま

すけれども、駅を利用したお客さんがレンタカーでも使って、こちらの立科のほうを

訪れてくれるというふうな促し方ですか、行動の仕方というふうな提案もできればな

というふうに考えておりましたので、新幹線駅はぜひ白樺高原だけではなくて、立科

町全体の特産品とか、美しい風景、そういったものの大きい写真とか、ポスターとか、

そういったものの露出というふうなイメージアップ作戦ですか、そういったものを展

開していただきたいなというふうには思っております。 

 では、今、新幹線軽井沢駅の話が出ましたので、その軽井沢駅に関連して、町長に

伺いたいことがございます。 

 2013年に、軽井沢の別荘所有者に対し、佐久広域連合が別荘滞在中に日帰りで訪れ

てもよい時間的な距離についてのアンケート調査を実施しました。その調査の結果は、

このような冊子にまとめられて、各所で配布されているところでございます。 

 このアンケート調査の結果は、片道60分以内なら別荘から周辺の観光地に出かけて

いくよという答えが最も多かったものの、60分を超えて90分以内だったら出かけると

いう答えが約24％、90分を超えて120分以内でも見どころがあれば出かけるというふ

うなお答えが21％ぐらいあったということですね。そうしますと、この２つをあわせ

ると約45％もの高い数字、私は高いというふうに受けとめたんですが、まあ、受けと

め方によっては45％は低いなという方もいらっしゃるかもしれませんが、事実、45％

ぐらいの方がそのように答えているということです。 

 軽井沢から当町までは、60分以内は、少し、車の移動、難しい時間かもしれません

けれども、現在の役場庁舎がある北部のエリア、農村エリアとも里エリアとも呼ばれ
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ているところまでは90分あれば来れるのではないか、また、白樺高原でも120分圏内

には入るのではないかなというふうに思われます。したがいまして、軽井沢の別荘所

有者向けの宣伝活動は積極的に行う価値があるのではないかなというふうに思います

けれども、町長のお考えはいかがでしょうか。 

議長（土屋春江君）  米村町長。 

町長（米村匡人君）  お答えをさせていただきます。 

 広域連合の連携の中で、広域観光について検討はされている最中であります。軽井

沢高速交通網の利用性が向上した中で、別荘をお持ちのお客様、また、観光地に訪れ

るお客様という中で、最近、やはり軽井沢・佐久市を中心に日帰りの観光エリアにな

っていることが挙げられております。 

 別荘地をお持ちの方でも非常にその時間的な制約、また利便性がよくなったという

ことで、滞在をするのではなく、少し気軽にやってくるというような形の利用がふえ

てきているのではないかなというようなことが考えられると思いますし、また、観光

客の皆さんにとっても、あの周辺の観光地エリアが非常に、日帰りでも来れる地域に

なってきたということで、非常に、そういうふうなお客様の動向については変わって

きているようなふうだということを協議をされている最中であります。 

 また、南佐久郡及び北佐久郡としても、観光地のＰＲは重要で、ともに連携をとっ

て進めていく考えではありますが、各市町村が観光地ＰＲを検討して進めている準備

をしていきたいというふうにも考えております。 

 その中で、軽井沢でも滞在型の観光客、また、滞在を、長期にわたって滞在をして

いただける別荘利用者の方にも、やはりそういうふうな形で残って観光地に行ってい

ただきたい、また軽井沢としても滞在をしていただきたいということが強く望まれて

いるように思っております。その中で、立科町ＰＲを軽井沢周辺の施設へ行えるかど

うかということは、検討して行っていきたいというふうに思ってはおります。 

 以上です。 

議長（土屋春江君）  ６番、村松浩喜君。 

６番（村松浩喜君）  それでは、先ほどの軽井沢の問題は、別荘に滞在してくださってるお客

様に訴えたらどうかという趣旨ですので、日帰りで、一過性で通り過ぎてしまう観光

客の皆さんをこちらに誘導するというふうなご提案ではございませんので、またでき

る範囲で検討していただければと思います。 

 それでは、続いての質問、参ります。 

 新幹線の各駅、先ほど申し上げました３つの駅が主な駅になるんですけれども、こ

ちらの駅から当町北部の農村エリア、里エリアとも呼ばれている地区、それから白樺

高原、女神湖、白樺湖のほうを訪れてもらうには、どうしても自動車が必要でござい

ます。 

 そういったことに注目した場合、路線バスとか、乗り合い型のものを通すというの
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は、なかなか難しいものがあるかなというふうに認識しております。ですが、レンタ

カーであれば、その利用を促進すれば、レンタカーの利用客に特典を設けたり、観光

宣伝に協力してもらうなどとして、レンタカー事業所との連携などもとれれば、有効

なのではないかなというふうに思われますけれども、こういったことについてはどの

ようにお考えでしょうか。 

議長（土屋春江君）  今井観光課長。 

観光課長（今井一行君）  議員ご指摘のとおり、２次交通が非常に脆弱であります立科町とし

ましては、観光客を立科町、そして白樺高原に足を運んでいただくための手段として

のレンタカーというものは重要であり、検討すべき事項ではないかと思っておるとこ

ろでございます。信州ビーナスライン連携協議会における事業として、レンタカーを

使ってのデモツアーでありますとか、エコカーをレンタルした場合のその費用の一部

助成なども計画しております。それらの状況等も見たり、参考にしたりしながら、考

えていければというふうに思っております。 

 以上でございます。 

議長（土屋春江君）  ６番、村松浩喜君。 

６番（村松浩喜君）  それでは、レンタカーに関連して、車利用を促進して、観光客の増加を

図る上で、私が９月の定例会の一般質問で取り上げた道の駅についての取り組み状況

が非常に気になるところです。現在の進捗状況はいかがなものか、町長にお尋ねした

いのですが、よろしいですか。 

議長（土屋春江君）  米村町長。 

町長（米村匡人君）  お答えをさせていただきます。 

 前の議会のときにもご質問にお答えしたとおり、現在は、国土交通省の出先機関及

び佐久建設事務所、また佐久地方事務所とも連絡をとり、進めさせていただいておる

状況であります。 

 以上です。 

議長（土屋春江君）  ６番、村松浩喜君。 

６番（村松浩喜君）  それでは、前回も申し上げたと思うんですけれども、なるべく早く、ス

ピード感を持って取り組んでいただいて、我々議会のほうにも方針を説明していただ

いて、実行するのかしないのかというふうな判断も早目にしたほうがいいのかなとい

うふうに思いますので、ぜひ早目に進めていただければなというふうに思います。 

 それでは、私、今回、さまざま申し上げてまいりましたけれども、今回申し上げた

内容を踏まえまして、新しく住む人たち、それから、以前から住み続けている人々、

また、あらゆる産業に従事する人々が、将来への希望が抱けるような事業を実施して

いただくようにお願いいたします。これは要望です。 

 また、この後、40年後、合併100周年の式典が予定されております。その合併100周

年の式典に出席された人々から、そのときに、この町に暮らしている人々から40年前
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の今の行政、これを高く評価する声が数多く聞かれることを期待して、私の一般質問

を終わります。 

議長（土屋春江君）  これで、６番、村松浩喜君の一般質問を終わります。 

 ここで暫時休憩とします。再開は２時40分からです。 

（午後２時28分 休憩） 

 

（午後２時40分 再開） 

 

議長（土屋春江君）  休憩前に戻り、議事を再開いたします。 

 次に、９番、西藤 努君の発言を許します。 

 件名は １．平成28年度予算編成方針は 

     ２．白樺高原地域整備計画の見直しと索道事業についてです。 

 質問席から願います。 

 

〈９番 西藤 努君 登壇〉 

９番（西藤 努君）  ９番、西藤です。12月定例会の一般質問、最後の西藤でございます。よ

ろしくお願いいたします。 

 それでは、通告に従いまして質問いたします。 

 まず、第１の質問です。平成28年度予算編成方針について質問をいたします。 

 立科町創生を目指した「立科町人口ビジョン」「立科町総合戦略」が策定されまし

た。ダイジェスト版も町民各戸に配布され、５年間の限定ではありますが、第５次立

科町振興計画とリンクさせ、新年度からスタートとなります。当町の将来を決定づけ

る重要な期間と考えます。 

 当町のトップとして就任された米村町長は、その手腕が注目されていることから、

新年度予算編成における事業施策に大きな期待がされていると感じております。基本

的には、策定された人口ビジョン、総合戦略に沿って編成されるものではありますが、

人口減少の抑制が最大の目標であります。当町のやる気、覚悟が試されます。 

 以下４点について質問してありますので、お願いいたします。 

 まず、１番として、新しい風を、町長は以前から強調してます。非常に期待を抱か

せる言葉でもあります。新町長初めての編成に当たり、新しい風がどこに、どのよう

に吹かせるのか、編成に当たっての思いを伺うものです。 

議長（土屋春江君）  ただいまの質問に対し、答弁を求めます。米村町長、登壇の上、願いま

す。 

 

〈町長 米村 匡人君 登壇〉 

町長（米村匡人君）  お答えをいたします。 



47 

 けさ、ほかの議員からのご質問と重複した答弁になりますが、ご承知願います。 

 先月19日に、全ての課長、係長等を集めて予算編成会議を開催し、編成の方針を示

しました。この予算編成方針として、２つの重点指針を掲げております。 

 １つとして、子育てしやすいまちづくり、２つとして、定住移住したくなるまちづ

くりでございます。この２つの指針については、立科町総合戦略の５項目からなる基

本目標の関連する目標値について、早期に達成できるよう積極的な予算編成を支持を

したところでございます。 

 子育てしやすいまちづくりでは、保育料の減額または免除、妊産婦に対する医療費

助成の検討、また、定住移住したくなるまちづくりでは、今年度新設をした移住者向

け定住用建設にかかわる補助制度の継続や土地取得費の補助等も視野に入れた検討も

進めるなどでございます。 

 平成28年度は、人口減少、それの危機感と、地方創生に対する強い思いを組織全体

で共有し、立科町総合戦略の歩みを着実に進めていく予算編成を行っていきたいとい

うふうに考えております。 

議長（土屋春江君）  ９番、西藤 努君。 

９番（西藤 努君）  先に、すみません、お断りすればよかったんですが、るる同僚議員の質

問で、町長、既にお答えされておりますことを、私のほうからも一言言えばよかった

なと思っております。 

 それで、２つの重点目標、町長、挙げました。私的には、もう一つ入れてほしかっ

たというところはあります。それは、白樺高原の今抱えている課題があります。この

後、質問として出ておりますが、その部分、危急な立科町にとっては課題だろうと思

っておりますので、その辺も入れてあってほしいなと思ったところでございます。 

 まず、子育てのしやすいまちづくりということで、これは、保育料のことを触れま

したが、国は保育園の子供たちというか児童ですね、やはり、それは幼児教育の部分

に繰り込もうということで、いわゆる義務教育化しようというような話が一時出たん

です。それと、この無料化というのはつながってるんですか。 

議長（土屋春江君）  米村町長。 

町長（米村匡人君）  お答えをさせていただきます。 

 今、西藤議員のほうからつながっているのかと、義務教育化につながっているのか

ということのご質問だと思いますけれども、それがつなげてそういうふうな形にする

というわけではございません。 

 以上です。 

議長（土屋春江君）  ９番、西藤 努君。 

９番（西藤 努君）  わかりました。 

 これは、町長、公約だと思いますので、大体子育ての一番の、アンケートをとりま

すと、大体多い部分で経済的負担、それから仕事との両立ができないというものが上
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がってきますので、この無料化、いわゆる軽減、もしくは免除、免除は無料とは違う

わけですから、免除する人としない人ってありますよね、免除ってのは。全てが免除

であれば無料化になりますが、その辺、もう一度、町長、この免除っていう部分の捉

え方とか、今思っていることを教えてください。 

議長（土屋春江君）  米村町長。 

町長（米村匡人君）  無料化というような形ではございません。一応免除という形、減免及び

免除に対して検討をしていきたいというふうに考えてはおります。 

議長（土屋春江君）  ９番、西藤 努君。 

９番（西藤 努君）  理解しました。 

 それから、２つ目の重点目標として、定住移住の促進を進めたいということであり

ます。 

 先ほど同僚議員の質問の中で、政策課長から、この移住体験ツアー等の答弁があり

ました。これ、話を聞いてる中で、これは、その移住体験、移住をしたいという人た

ちに、悪気があって言うわけじゃないですが、やはりプロ化しているというか、そう

いうところにあちこち顔を出す人たちがいるんです、正直なところ。それで特典だけ

をいただいては、「移住します」とか「検討します」とかいう言葉はもちろん使うん

ですが、それらは余り、本当の意味では移住にはつながってこないと思っております。 

 もし、本当に移住者を本気でやるとするんだったら、一つ提案があります。多分、

私たちの町は関東に向いてます。町長は関西出身です。自分のふるさとの辺、どうで

しょう。 

 これは、やはり、久しぶりに、余り実家に帰ってないと思いますから、行って、し

かるべき人たちとお行き合いして、市長、この辺を少し話をしたらどうでしょうか。

どうでしょう、そのような気はありますか。 

議長（土屋春江君）  米村町長。 

町長（米村匡人君）  お答えをさせていただきます。 

 私、関西出身ということで、立科のりんごを同級生に送ったりとかそういう中で、

非常に、長野県はスキーが、やはり有名なものですから、私たちの仲間もスキーによ

く長野県に来ているというような形の中で、立科町のスキー場をぜひ利用してくれと

いうような形でＰＲはさせていただいております。 

 また、機会があれば、やはり私の育ったところにも行き、そこの首長さんともお話

をさせていただければなというふうには感じてはおります。 

 以上です。 

議長（土屋春江君）  ９番、西藤 努君。 

９番（西藤 努君）  やはり町長というトップに就任されましたので、これはぜひ、まだ行っ

ておりませんよね、ぜひ伺って、親交を深めて、また、双方がいい形でつながれるよ

うにお願いしていきたいなと思っております。 
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 ２つの重点目標、これ、町長の思いの中で編成指示であります。であるならば、も

う来年度は、本当にこれに一生懸命取り組むという形で進んでいただければなと思い

ます。子育て支援、子育ての関係、経済的軽減も含めて、お母さんたち子育ての世帯

の皆さんには非常に喜ぶ内容とは思いますが、やはりくれぐれも公平性等には留意し

て、ある程度、議会におきましてもそうですし、関係する皆さんにも理解できるよう

な説明をしながら進めていくと、するならば、そのようにしてください。 

 それでは、②の質問に入ります。 

 町長は、５つの基本目標を数値を掲げて上げてあります。国は、今回の地方創生戦

略関係に関してはＰＤＣＡというサイクルを求めているわけです。その中で、今まで

の振興計画の策定と違うところは、修正してもいいよというふうになってるわけです。 

 だから、やっぱり変更があれば、そのときそのときで、その目標、理由を変更する

ことができるんですが、逆に実現しなきゃいけないんだと、常に実現性が持たれるよ

うな推進じゃなきゃいけないんだというふうなこともうたわれております。したがっ

て、当町の計画の中に、私的にちょっと懸念する数値がありますので、２つ、３つ質

問いたします。 

 まず、人口ビジョンの中で、人口の将来展望っていうのをダイジェストを見ており

ます。2020年で2.07という数字、上げてます。それで転出がゼロと。これは、こうな

ったらという想像の中ですが、これ、なりますか、相当ですよ。この中で、過去の私

たちの町の出生率が、過去５年で1.4ですからね。1.4が2.0ですから、５年ですよ。

相当ちょっと無理してるのかなと思います。それで、国は1.8を目標としてあります

ので、この部分は余りにもちょっと数字がかけ離れてくるだろうと思いますので、ど

うしてこのような数字を上げてきたのか。 

 それから、子育て相談員の配置というのもあります。これ、現状配置はしていたん

ですが、今やめられちゃったと思うんですよね。それで、この子育て相談員の配置は、

ある私の知り合いにお聞きしたところでは、ほとんど余り目立った動きはしてくれて

いないというふうに言われましたので、この辺どうなんでしょう。この２点、とりあ

えず、ちょっと教えてください。 

議長（土屋春江君）  西藤 努君、答弁は課長でよろしいですか。 

９番（西藤 努君）  町長。（発言の声あり） 

議長（土屋春江君）  米村町長。 

町長（米村匡人君）  お答えをさせていただきます。 

 西藤議員が、立科版総合戦略、その数値に非常に懸念を持たれていて、修正が可能

であるかということも戸惑っておられるのかなというような形の中で、今の２点のご

質問の前に、そういうことが可能であるかどうかということで、少しお話をさせてい

ただきたいと思います。 

 町民、有識者、議員等のご協力により、町の人口ビジョンと総合戦略が先月作成を
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されております。議員のご配慮もあるようですが、立科町の人口減少という現実に町

民の皆様にも直視をしていただき、「人と自然が輝く町」を実現し、少子高齢化の進

展を的確に構え、人口減少に歯どめをかけていきたいというふうに考えております。 

 誰でもわかりやすい明確な数値を設定し、それに向かって施策を進めることが行政

としての責務と認識をしております。いろいろな計画を３年とか５年の期間で作成を

していますが、なかなか検証まで進んでいなかったというのが現状であると思います。 

 しかし、総合戦略では、このＰＤＣＡサイクルを実施し、戦略の設定から検証、ま

た改定等を毎年行うことで目標の進捗状況を確認でき、また予算等にも反映していく

という点で、行政効率等の改善を進めていくつもりでおりますので、数値目標を、今

現在ここで掲げられている概要版、また総合戦略の中でも書いてある数値ですけれど

も、目標として掲げながら、それを毎年見直していきながら修正をしていくというよ

うな形だというふうに、私は考えております。 

 子育てのその出生率2.07ですけれども、非常に高いということは私も認識はさせて

いただいております。国でも1.87というような形の中で、なぜ立科町は2.07なのかと

いうことは、人口ビジョンもごらんいただいているので、ご存じだとは思いますけれ

ども、このままの、何もしないでいくと、非常に人口減少が急激に進んでいく。それ

を食いとめていくのにも、やはり、今日、明日というような形でも施策を組んでいか

なければいけないというような、その強い意思を示すために出生率を2.07％という非

常に高い、どこの、多分全国的に見ても、多分長野県立科町だけではないのかなとい

うふうに考えております。その中で、しっかりとこの町は子育て支援、また人口増加

に立ち向かっていくんだよというような姿勢を示すために、私はこれを推進をしてい

きたいなというふうに思っております。 

 また、「郷土を愛し、心豊かな人を育むまちづくり」という中で、子育て支援の充

実という中の子育て相談員の配置という形ですけれども、そういうところも、現在、

今どういうふうな形になっているのか。来年度、やはり必要なものに対しては、それ

に取り組んでいくというような形で進めていきたいなというふうに感じてはおります。 

 以上です。 

議長（土屋春江君）  ９番、西藤 努君。 

９番（西藤 努君）  それでは、ただいま町長から2.07のその考え方、伺いました。それに向

かってということですので、一生懸命また取り組んでもらいたいと思います。 

 それから、③番に入ります。国の指針ですね、総合戦略作成するときの状況ですが、

自分の地域の実情に合った施策でよろしいですよというふうになっております。 

 当町の特徴とか課題とか、それで、何を残して、何を捨てていくのか、何をその成

果を確実にするのか、めり張りっていうものが必要ではあると思います。総合戦略等

に上がった施策は全て大事なものであります。しかし、今後起きるであろう次世代間

の人口争奪戦等を考えたとき、専門部署の設置、また強化体制等が必要ではないかと
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思います。 

 町長就任から７カ月過ぎました。当町の実情というものは、それなりに認識されて

きていると思います。実情、それから総合戦略の評価をどのようにお考えでおられる

のか伺います。 

議長（土屋春江君）  米村町長。 

町長（米村匡人君）  お答えをさせていただきます。 

 先ほどの人口出世率2.07％上昇というところも入るとは思いますけれども、まち・

ひと・しごと創生では、人口減少問題は地域によって現状や原因が異なることから、

地域経済分析システム、いわゆるビッグデータ等を活用し、地域特性を把握した効果

的な施策立案を基本としております。 

 当町においてもビッグデータ等を活用し、人口ビジョンにより、人口動向分析、人

口将来推計等分析、人口の変化が地域の将来に与える影響、人口の将来展望を明確に

したところでございます。特に人口動向分析は詳細に行い、地区別の人口動向を把握

したほか、人口減少及び人口構造の変化が、地域経済力の低下や自治組織、また自主

防災組織等の維持が困難になるなど、いろいろな活動に影響が出ると認識をしている

ところであります。 

 また、人口の、先ほどもお話ししましたとおり、将来展望で、出生率を2040年まで

に2.07まで上昇するという社会増減の人口移動をゼロに縮小するよう目指して、そう

いうことに対して対処をしていきたいなというふうに考えております。 

 対応施策につきましては、第５次振興計画に沿った総合戦略の５つの基本目標を全

て実施し、予算の中でめり張りをつけ施策を確実に行っていくことが必要不可欠とい

うふうに、私も考えてはおります。 

 以上です。 

議長（土屋春江君）  ９番、西藤 努君。 

９番（西藤 努君）  めり張りというのは、非常にどんな状況にあっても大事なことだと思い

ます。人口増といいますか、人口減に歯どめをかけてるという自治体、長野県にも多

数おるわけです。それで、今、常に上ってくるのが下條村さんですよね。ここは、子

育て、若者施策というものに特化しているということで、私も視察には、前に行って

おります。やはり、そのまちの首長の思いが、やっぱりすごい大きく影響していると

いうことで、それから環境も大きく影響しているということです。 

 当町には、ちょっと難しい面があるのかなと思いますが、やはり働ける場所がそば

にあるということです。下條さんは隣、15分で飯田市に行きます。それで住まいは下

條へ帰ってくるという、非常に15分、要するに30分以内で、そういう働く場所が近所

にあるということで、非常に当町とはちょっと状況が違うということです。 

 山形村さんとか、それから波田町さん、あと長野県とか市町村でも御代田、近辺で

すが軽井沢さん、ほぼ100％を維持するようになっております。これは、国立社会保
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障の人口問題研究所というところが発表しているデータです。 

 したがって、そういうところがある以上は、立科町としても、今町長言っているよ

うに、いろんな施策を全てのフル動員して人口目標を、7,150という数字を目指して

やろうということで、それはそれで結構ですが、とは言いながら環境は随分違います

ので、その辺、政策課長も先ほど同僚議員の質問の中で産業の分も触れました。産業

振興ということで、第２次産業と言ってました。第２次産業は、やはりそんなに受け

皿はあるもんではありません。なかなか社会減、自然減の皆さんのほうが大きいわけ

ですから、この辺の人口を維持できる状況、維持できている市町村がありますから、

この辺もしっかりとやはり調べてみて、何が一番影響的にいい影響になっているのか、

これも行政的には調べて、担当課でよろしいですが、それで少しでも当町の参考にな

ってくるものがあるんだったら、やっぱりそこら辺も取り入れていったらどうだろう

なと、そのように思っていますので、担当課長、政策課長になると思いますが、その

辺どうでしょうか。 

議長（土屋春江君）  斉藤総合政策課長。 

総合政策課長（斉藤明美君）  お答えいたします。 

 これら総合戦略を進める上では必要なことかと考えます。 

 以上です。 

議長（土屋春江君）  ９番、西藤 努君。 

９番（西藤 努君）  総合戦略は策定されたわけですから、それらビッグデータ等も恐らく使

ったと思いますので、その辺の情報が全てこの数字にあらわれているというふうに理

解しておきます。 

 それでは、第１項目の第１の質問の最後となります。④でございます。 

 事業推進評価を本部役員で構成する立科町総合戦略評価委員会を立ち上げる予定と

しております。本部役員の構成メンバーが知りたいと思いますので、お願いします。 

 また、町長は、町民の思いを形にする支援をしたいということは常々発言しており

ます。これらは、町民に寄り添った町政運営の原点であると私も理解しておりますが、

現状、政策ローリングは内部で検証していると思います。適正に評価はされていると

いうふうに考えておりますが、地方創生の部分、またオール立科でこれから立ち向か

うという観点からは、策定計画の中で各団体、また、それから機関との意見交換も重

ねてきている経過がありますから、構成範囲はより多様な意見が聞ける委員会であっ

てほしいなと思いますので、予定ではありますが、この評価委員会、町長の構想の中

では、どんなふうな構想をお持ちか、お聞かせください。 

議長（土屋春江君）  米村町長。 

町長（米村匡人君）  お答えをさせていただきます。 

 総合戦略では、進捗管理とＰＤＣＡの確立を的確に進めるために毎年行うことから、

評価委員のメンバーは本部役員などで行おうとしております。本部役員は理事者はじ
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め幹部職員で構成をしております。現在の考えとしては、監査委員の方も参加をいた

だくことも想定をしております。 

 なお、前期基本計画では、新たな目標、成果指標を取り入れたことから、後期基本

計画策定時にも多くの方のご意見を聞く立科町振興計画審議会で検証を含め進めてま

いりたいというふうに考えてはおります。 

 以上です。 

議長（土屋春江君）  ９番、西藤 努君。 

９番（西藤 努君）  今回の策定にご苦労を願った29名の皆さんに、この策定にかかわってい

ただいております。この中で、新たな部分で、町長、今、監査員の方にも参画しても

らうというふうな話がされました。現状、理事者と幹部職員でローリングしたんです

が、そこに監査員が入ったと。 

 もう一つ、やはり策定でご苦労を願ったこの29名の中の、やはりどなたか２人ぐら

いは入れてほしいなと思います。やはり、これ内部はなかなか目が届かないという部

分がありますので、外部から、やはり登用してもよろしいのかなと思いますが、その

辺いかがでしょうか。 

議長（土屋春江君）  米村町長。 

町長（米村匡人君）  西藤議員の貴重なご意見として承っておきたいというふうに思います。 

 以上です。 

議長（土屋春江君）  ９番、西藤 努君。 

９番（西藤 努君）  今回の総合戦略、第５次振興計画とダブってはいるんですが、やはりこ

の５年間というのは特別な期間ですから、オール立科っていいますか、全員で、全町

民で、また、それをまとめて引っ張っていくのは町長なんですが、町民全員が一丸と

なってこういうふうにやっていくという性格のものだろうと思っておりますので、そ

のご苦労を願って、皆さんの中から１人、２人は参画させていただきたいと思います

ので、先ほど検討と申し上げてありますが、やはり実現できるように、また検討して

ください。 

 以上、１番目の質問は終わります。 

 それでは、２番目の質問に入ります。白樺高原地域整備計画の見直しと索道計画に

ついてです。 

 白樺高原の観光振興、また索道事業の役割とその重要性は共有されているものと思

っております。両者とも課題を抱えてはおりますが、それぞれ鋭意努力していること

も理解されているものと考えております。 

 当町は、観光と農業の町を標榜していることから、地域内でのより強固な連携を視

野に担当課、経済団体等関連する皆さんが頑張っております。しかし、取り巻く状況

は危機感が増すばかりであり、国全体の将来人口の減少、当町の将来人口減少を見た

とき、客観的な視野と将来に向けて何をすべきか問い直してもよいのかと考えます。 
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 特に、白樺高原の観光振興は、索道施設が中心を担っており、経営的視線の運営を

掲げ取り組んではきたのですが、危機的状況にあります。 

 以下４点について伺いますが、まず１点ずつお願いをいたします。 

 ①番として、白樺高原整備計画について伺います。 

 過去、女神湖住宅調査費等の専決議案が出されました。予算ゼロと減額した経過が

あります。皆減にした検討結果が提出されております。これを見ますと、内部検討の

みであります。専門家との協議がされた経過が見えません。 

 建設に当たっては、昭和55年、自然公園法の申請がされまして、建設が着工、昭和

56年に10棟が完成し、入居がされております。現在に至っているということです。当

時の理事者、議会は、この白樺高原地域整備計画に基づき建設を決定しております。

現在、担当課解釈は回答が出せない状況にあります。どのように理解したらよいのか

困惑をしているところであります。 

 建築規制を見ますと、観光施設等のエリアになっており、住宅は対象外との認識は

されるものです。土地賃貸契約時に整備計画を契約内容としているということからも、

これに訴訟、異議申し立てがあった場合、それは避けられない状況と危惧するとの説

明がありました。しかし、整備計画策定から半世紀近く経過しており、実情に合って

いるのか、将来もこの計画で網羅できるのか。懸念があるならば、改めて実態調査を

行い、内容の再検討が必要と考えます。 

 セットであります索道事業も指定管理制度の条例制定がされました。人口減少、観

光人口動向の将来検討を行い、規制緩和も含めて整備計画を見直す考えはないか伺い

ます。 

議長（土屋春江君）  ただいまの質問に対し、答弁を求めます。米村町長、登壇の上、願いま

す。 

町長（米村匡人君）  ただいまのご質問にお答えをさせていただきます。 

 現在の白樺高原一帯においては、自然公園法の規制のもと、白樺高原整備計画を基

本として、開発等の秩序が保たれている状況にあります。 

 このような状況を維持していくためには、現在の白樺高原整備計画を重視し、町有

地の有効な利用促進を図っていくことが町の使命であると考えておりますので、現在、

この時点で、この計画の見直しは考えてはおりません。 

 以上です。 

議長（土屋春江君）  ９番、西藤 努君。 

９番（西藤 努君）  見直しは考えていないということで、見直しのできない理由も先ほど町

長から伺いました。私が見直しというふうな気持ちになった原因は、日本の総人口が

減ることです。当町も減少します。また、観光を支える皆さんの高齢化、後継者問題、

未婚者の増加等と労働環境の実態等、その負の影響ですね、確実にあらわれると思っ

ております。一部は現実化していると思います。そうであっても、やっぱり観光地と
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して守っていかなきゃいけないというものがあるわけです。 

 今すぐに見直せとは言っていません。見直す、今現在ですね。今現在っていう町長

も言葉を使いましたので、今現在はよろしいかと思いますが、やはり索道という部分

を見たときに、これも、やっぱりセットで見直しをしていかなきゃいけないだろうと、

現実的に、実情にやっぱり合うように、また、人口減少の波がもっと影響が出てきて

も、それは問題なく活性化のほうにつなげて、今度はできるような計画、規制等であ

ってほしいと思うわけです。ですので、今現在は、そうでありますが、見直ししない

と言ってますが、将来にわたっては、もう将来もやらないんだということではないと

思うんですが、その辺のどうでしょう、３年後、５年後ぐらいでいいんですが、その

辺の考えはいかがですか。 

議長（土屋春江君）  米村町長。 

町長（米村匡人君）  私の答え方が間違っていたらあれなんですが、今、西藤議員の言われた

のは、白樺高原整備計画の見直しを３年後とかにできるかどうかというようなご質問

だったのかなというふうに思いますけれども、先ほどもお話ししたとおり、現在、こ

の時点で、この計画の見直しは考えておりません。それが３年後どうなのかというふ

うに言われても、今の時点で私もしっかりとそういうことに対して、同じようにやっ

ぱり考えてはおりませんとしかお話ができないというふうに思います。 

 以上です。 

議長（土屋春江君）  ９番、西藤 努君。 

９番（西藤 努君）  それでは、現在の計画の中で、１点、政策課長に質問します。 

 別荘住宅のあっせんというか、開発しています。それで、私の記憶では、区画は

1,500ぐらいあるのかなと思っております。それで、実際に利用されている部分、利

用できそうな部分というか利用される分は1,000区画かなと思うんですが、これの稼

働といますか、その状況はどうでしょうか。 

議長（土屋春江君）  斉藤総合政策課長。 

総合政策課長（斉藤明美君）  現在の別荘地等の貸し付けの状況でございますけれども、やは

り1,500区画程度ございます。そのうちの1,100から1,200程度ご契約をいただいてお

りますけれども、そのうちの８割程度が、崖地ですとかそういうところもございます

けれども、通常に貸し付けられる場所かと思っております。 

 実際、建物を建てていただいている場所につきましても、約８割程度ということで

理解はしております。そのような状況でございます。 

 以上です。 

議長（土屋春江君）  ９番、西藤 努君。 

９番（西藤 努君）  索道の、これから将来的なものを考えたとき、やはり民間感覚っていう

ことで、この別荘の区画が1,500ありながら、1,200ぐらいで、あとはもうちょっと問

題ありというふうなことでございますので、これは、今後も多分このままの問題は抱
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えながらずっと行っちゃうのかなと思います。 

 だけど、やっぱりそれが、この現在あってる計画が邪魔をしているというか、それ

がゆえに、それ以上進めれないというものがあるのかないのか、その辺の認識、どう

でしょうか。 

議長（土屋春江君）  斉藤総合政策課長。 

総合政策課長（斉藤明美君）  別荘地として開発を行っておりますので、当初から1,500区画

は貸付地としてご契約をいただく土地として認識はしております。 

 ただ、土砂災害警戒区域ですとかそちらの部分かかってしまっている部分がござい

ますので、優良に貸し付けられるところが８割程度ではないかという中身でございま

す。 

 以上です。 

議長（土屋春江君）  ９番、西藤 努君。 

９番（西藤 努君）  それでは、計画が影響ないという回答でしたから、私の取り越し苦労で

ございました。やはり別荘、これ、立科町は現金収入として入ってきますので、やっ

ぱりこれの、なるべく多くの皆さんに契約がもらえれば、その分だけは潤ってくると

いうことですので、これは引き続き、また担当課のほうで頑張って契約増につなげて

ください。 

 それから、３番の質問に入っていきます。 

 欠損、観光振興にとって重要な索道事業の巨額赤字は抜本的対策を講じないと維持

困難になるというものでございます。観光振興にとって索道運営は重要です。その認

識に異論は持っておりませんが、余りにも赤字が巨額であります。担当部署は努力し

ております。事業者の皆さんも、観光協会のもとで協力、努力をしているものと理解

しております。 

 過去、活性化の議論がさまざまな部分でされております。対策に取り組んではきた

んですが、効果的な成果は困難な状況から、昨年、専門的機関に調査を委託、答申を

受けております。 

 当町の観光振興を担う索道事業経営の覚悟をしております。また、進行中の事業で

あるとの指摘もされ、留意を指摘されております。進むべき方向は迅速に決めること

が必要ではないかと考えます。 

 また、観光事業者の皆さんと共生協議会、町長直轄ですね、設置して意見交換をし

てると聞いております。全町民の共有財産でもあり、広く意見を聞く必要があるでは

ないでしょうか。町長の所見はいかがお持ちか伺うものです。 

議長（土屋春江君）  米村町長。 

町長（米村匡人君）  お答えをさせていただきます。 

 ただいま西藤議員からも巨額の赤字ということでご指摘をいただきました。私、こ

の索道企業会計のほうも見させていただいている中で、決して赤字ではないというふ
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うな形は言うつもりはありませんけれども、巨額というような形の認識は、私はして

おりません。一般会計からも予算を出しているわけではなく、その索道企業会計の中

で、一生懸命皆さんが苦労してやっていただいている、その中で少しずつこういうふ

うな形で目減りはしているということは認識はしております。ですから、早急に手を

打たなければいけないということの確認も私はしておるつもりであります。 

 また、スキー場施設は全町民の共有財産であるということは、私も承知はしており

ます。ですので、皆さんからお話をいただいている中でも、私はスキー場を決してや

めることはないという意思を伝えておるということは、やはりこれは全町民の、私は

共有の財産であるという中で、スキー場を決して潰さないようにどうしていくのかと

いうことを検討していきたいなというふうに思っております。 

 その中で、議員のほうから広く意見を聞くことも必要であるのではないかというよ

うなご質問を受けておりますけれども、私は広く意見を聞くことも必要ではあるとい

うふうには思っております。しかし、まず白樺高原女神湖周辺などのさまざまな観光

地を、どのような形で、どういうふうな観光地を目指すのかという方向性を決めるこ

とが一番重要であるというふうに思っております。 

 以上です。 

議長（土屋春江君）  ９番、西藤 努君。 

９番（西藤 努君）  町長の認識は伺いました。 

 しかし、私の周りにいる町民の皆さん、また議会的な視点から見て、決して小さな

赤字ではないという認識でおります。それゆえに何とかしようということで、関係す

る皆さん、一生懸命いろんな検討を重ね、また、それに対してアイデアに挑戦してと

いうようなことを重ねてきております。 

 一番大変なのは観光課長だとは思いますが、やはり皆さんの少しでも誘客につなが

るというアイデアで、大変頭を悩ましながらやってるんだろうなと思っております。

決して町長、１点、絶対残すんだという言葉を聞きましたので、全員がそうだと思い

ます。あとは、残すためにどうするかということですよね、これで、やっぱり専門家

から見た一つの目が答申という形で出ております。多分、町長はもう目を通しておら

れると思います。それであっても、まだ若干町長の気持ちの中には余裕はありそうな

ちょっと感じもあるんですが、私は待ったなしという認識でおります。 

 したがって、やはり町で経営するのか、それとも民間活力を入れていくのかは、そ

んなに残された時間は多いとは思ってはおりませんので、町長の残すんだというふう

な話、気持ちの中で、やっぱり結論は出さなきゃいけないと思うんですよ。その部分

は、まだ結論は、今まだ決断はできないと思いますが、やはりその時期の部分、この

辺までにはやっぱり自分の腹を決めたいと、私の町長としての政治決断をしたいとい

うふうなものがあるとするならば、ちょっと教えてください。 

議長（土屋春江君）  米村町長。 
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町長（米村匡人君）  お答えをさせていただきます。 

 時期についてというようなお話だと思いますけれども、しっかりと、今それをどう

いうふうな形で、いろいろな索道事業経営改善検討委員会、また索道事業スキー場あ

り方研究会など、いろいろなその中でご議論をされてきたというふうに思います。そ

の答申については、私もしっかりと読ませていただいております。 

 それを踏まえた中で、やはりスキー場も含めたその白樺高原、また女神湖周辺の観

光地の行く末を考えていき、決断を出していきたいと思いますので、今この時点で、

まだ就任して７カ月の私が、まだ１年目のスキー場の経営も見てないうちから、そう

いうような形でいついつ決めるというような軽率な発言はできないというふうに認識

はしております。 

 以上です。 

議長（土屋春江君）  ９番、西藤 努君。 

９番（西藤 努君）  ７カ月で決断というのは、やっぱり町長の今の答弁で最もだろうと思っ

ておりますが、いずれ決断をしなきゃなりませんので、それに向かって町長、自分の

納得するような行動で自分の気持ちをまとめていっていただきたいと思います。 

 それから、１つ、町長が私的というか、公的といえばちょっとわかりませんけど、

山の事業者等の皆さんとともに意見交換といいますか懇談会というか、そんなように

位置づけされているその創生協議会、これ、私的なのか公的なのかというのは話の中

で指摘された経過がありますが、私は、町長は公人だと思っておりますので、町長単

独ではやはり動いてもらいたくないんですよ。 

 やはり町長独自で、例えば今回の創生協議会も、それは結構ですよ、結構ですが、

こういう組織を立ち上げるっていうものをはっきりと議会に示していただいて、それ

で堂々と動いてもらいたいと。それで、その報告がいただければと思いますので。行

動の自由は縛ることはありませんが、やはり町長の公人という立場では、やはり全て

の行動をオープンにしてほしいと思いますので、それがゆえに、そうすることによっ

て、やっぱり町長のやろうとしていることが理解もされてきますし、また、その内容

についても理解を深まってくるものになると思いますので、その辺、再度、もう一回、

やっぱり町長、また考えていただきたいと思います。これは要望です。 

 とにかく、毎月、毎年、欠損というものは、赤字というのは出てくるので、会計上

のいろんな操作はあると思いますが、やはりキャッシュフローって現金が減っている

ことは確かですので、一般会計からは出てるんですが、うちの稼いだお金ですから一

般会計入れてるんですが、やはりこれもいつまでもというふうにいかないと思います

ので、それに関しては、次の４番の質問に入ります。 

 実は、これ、個人的な会話のものをちょっと発表していいかわかりませんからいけ

んけど、一般会計の繰り入れの考え方ですが、前任者にちょっと質問したことありま

して、前任者は山の皆さんと協議したときに公費は入れないと断言したよということ
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をお聞きしております。 

 現在は、米村町政になっておりますので、これはわからない部分がありますが、や

はり公費投入というのは相当な理解と、その前の段階、努力が必要になってきますの

で、その辺、また公費投入の考え方が、もし何かの基準と自分の気持ちの中で、そう

いう公費投入の何かそういう思いがあるならば、ちょっとお話をしていただきたいと

思います。 

議長（土屋春江君）  米村町長。 

町長（米村匡人君）  もう私の見当違いだとは思いますけれども、今の索道につきましては、

索道企業会計の中で行っている。その中で一般会計のほうからの繰り入れということ

は一切行っていないというふうに私は認識をしておりますし、これが将来的にどうな

るのかというふうな形になってくると、非常に曖昧なお答えになるので、私は避けた

いというふうに思っております。 

 将来的に、皆さんが、やはり議論をなさったその答申について、やはり尊重してい

きながら進めてはいきたい。その中で、先ほども議員も言われたみたいに、今お話を

伺っている皆さんとは、その委員の中にも入られなかった、言ってみれば索道事業経

営改善検討委員会の中では、議員また民間業者、観光協会、大学教授、地元区長、利

用者代表で構成をされたというふうに聞いてはおります。また、索道事業（スキー場

等）あり方研究会におきましては、議員、また観光協会、大学教授、会計士、区長会

代表、地区区長で構成をされたというふうにも考えております。 

 そういう中で、諮問をされて答申を受けたということを、私はしっかりと受けとめ

ているつもりではあります。その中で、やはり地元の皆さんからの声が聞けてないと

いうような声が、私が就任してからあったもんですから、その声を聞きながら、私は

その答申を受けたものを考えて、政治的な判断をしていきたいというふうに考えてお

ります。 

 それで、本当に、今言われたとおり、一般会計からの繰り入れもというような形は、

現時点では考えてはおりません。 

 以上です。 

９番（西藤 努君）  すみません、質問の仕方、間違えました。 

 これは、現状じゃなくて、いずれという部分で、想定の部分で話しました。町長の

答弁で結構だと思います。 

 それでは、３つ目に入ります。 

 過去、誘客増に多くの意見、多くの挑戦をしてきた経過があります。現在も担当職

員は努力しております。しかし、職員は経営者ではありません。計画を実行している

担当者であります。最終責任はありません。町が責任を持つしかないという意見も私

は言われております。であるならば、町民全員に責任と負担があることになります。 

 この問題については、理解を得るのは非常に困難が予想されます。今後、思い切っ
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たかじを切らないと持ちこたえることができない状況はわかっていると思うので、選

択が迫りつつある中で、どの時点で町長の意思が固まるのか、時間がかかるであるな

らば並行してシミュレーション計画に着手して、できれば３年後の辺には活力ある索

道になることを強く願い、これで一般質問を終わります。 

議長（土屋春江君）  これで、９番、西藤 努君の一般質問を終わります。 

 以上で、本日の日程は全部終了いたしました。本日はこれで散会します。お疲れさ

までした。 

（午後３時41分 散会） 


